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第12回国民経済計算体系的整備部会 議事録 

 

１ 日 時 平成30年10月22日（月）9:26～12:14 

 

２ 場 所 総務省第二庁舎 ６階 特別会議室 

 

３ 出席者 

【委   員】 

宮川 努（部会長）、中村 洋一（部会長代理）、河井 啓希、北村 行伸、西郷 浩、関

根 敏隆、野呂 順一 

【臨時委員】 

山澤 成康 

【専門委員】 

  小巻 泰之、斎藤 太郎、新家 義貴、菅 幹雄、宮川 幸三 

【審議協力者】 

総務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、

日本銀行 

【審議対象の統計所管部局】 

  経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室：上野室長 

内閣府経済社会総合研究所：長谷川総括政策研究官、二村国民経済計算部長、鈴木企 

画調査課長、角井分配所得課長 

【事務局】 

（総務省） 

横山大臣官房審議官 

政策統括官（統計基準担当）室：北原統計企画管理官、澤村統計審査官 

統計委員会担当室：櫻川室長、吉野政策企画調査官 

（内閣府） 

経済社会総合研究所：長谷川総括政策研究官、二村国民経済計算部長、鈴木企画調査 

課長 

 

４ 議 事 

（１）生産面及び分配面の四半期別ＧＤＰ速報等の検討状況について 

（家計の可処分所得及び貯蓄の試算結果等） 

（２）「毎月勤労統計」における変更を受けた雇用者報酬推計等の対応について 

（３）ＳＵＴ及びＱＥタスクフォース会合における審議状況報告 

（４）その他 
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５ 議事録 

○宮川部会長 まだ少し定刻より早いのですけれども、また、野呂委員がまだいらっしゃ

っていませんけれども、野呂委員は９時半までには間に合わないということを聞いていま

すので、今日は議題も非常に多くなりますので、ただ今から、第12回国民経済計算体系的

整備部会を開催させていただきます。 

 本日は、所用により、川﨑委員が御欠席です。また、河井委員は11時15分頃に途中退席

される予定です。今申し上げましたように、野呂委員は少し遅れていらっしゃる御予定で

す。 

 本日は、家計の可処分所得及び貯蓄の速報値に関する試算結果を中心とした生産面及び

分配面の四半期別ＧＤＰ速報等の検討状況、「毎月勤労統計」における変更を受けた雇用者

報酬推計等の対応、ＳＵＴ及びＱＥタスクフォース会合における審議状況報告について御

審議いただきます。 

 また、議題のその他の中で、国民経済計算の改定状況の検証及び一次統計の活用方法の

改善余地等に関する検討について、検討状況の報告があります。 

 それでは、まず、本日用意されている資料につきまして、事務局から御確認をお願いい

たします。 

○櫻川総務省統計委員会担当室室長 では、配布資料については、議事次第に示しており

ますとおり、資料１が、生産面及び分配面の四半期別ＧＤＰ速報等の検討状況について（家

計の可処分所得及び貯蓄の試算結果等）。資料２－１が、雇用者報酬について。資料２－２

が、「毎月勤労統計」における変更を受けた雇用者報酬推計等の対応について。資料２－３

が、「毎月勤労統計」における変更を受けた雇用者報酬推計等の対応について（説明資料）。

資料３－１が、第10回ＳＵＴタスクフォース会合の概要。資料３－２が、第２回ＱＥタス

クフォース会合の概要。資料３－３が、第２回ＱＥタスクフォースで積み残しとなった論

点。資料４－１が、年次推計の改定要因に係る検証～検証の経緯と方針～。資料４－２が、

第一次年次推計から第二次年次推計への改定状況分析の進捗について。資料４－３が、経

済産業省生産動態統計と工業統計の概念差について。資料４－４が、食料品関係品目及び

鋼船に係る検証。併せて参考として、参考１、第10回ＳＵＴタスクフォース会合資料。参

考２、第２回ＱＥタスクフォース会合資料となります。 

 不足があればお申し付けください。 

 資料の説明は以上となります。 

○宮川部会長 それでは、議事に入らせていただきます。 

 まず、生産面及び分配面の四半期別ＧＤＰ速報等の検討状況についてです。 

 本議題に関しては、本年３月に閣議決定された、第Ⅲ期「公的統計の整備に関する基本

的な計画」において、２つの課題が掲げられております。 

 １つ目は、「家計の可処分所得及び貯蓄の速報値について、参考系列としての公表を目指

して検討」し、平成30年度中に実施することとされています。 

 ２つ目は、「生産面及び分配面の四半期別ＧＤＰ速報の参考系列としての公表の取り扱

いについて」、平成30年度末までに結論を得るとされています。 
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 それでは、これらの課題に関し、内閣府より御報告をお願いいたします。 

○二村内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部長 それでは、内閣府から、資料１に沿

って四半期別ＧＤＰ速報の充実に係る課題の検討状況について、本日は、家計可処分所得

及び家計貯蓄を中心に御説明をさせていただきます。 

 資料１、１枚めくっていただきますと、２ページ以降に、前回、７月の部会におきまし

てお示しをしました全体の検討状況の概要を改めて掲載いたしております。四半期速報の

充実に係る課題につきましては、段階的に検討を進めておりまして、先ほど、部会長から

も御紹介がありました公的統計基本計画におきまして、今年度中の公表を目指して検討を

することとされております家計可処分所得及び家計貯蓄に関する検討を先行して進めてお

ります。その状況について、本日、この後で御報告を差し上げます。 

 また、本日の御審議を踏まえまして、更に検討を進めて、最終的な案のような形で次回

の部会で御報告をしたいというふうに考えています。 

 一方、資料の３ページ、４ページに、分配面、生産面のＧＤＰ速報に関して、これも７

月の部会で御報告した内容、資料をそのまま再掲しておりますが、こちらにつきましては、

毎月勤労統計に関連する雇用者報酬推計における対応につきましては、本日、議題（２）

で御報告をいたします。今回は、この対応に集中的に取り組んだということもありますの

で、分配面、生産面のＧＤＰ速報全体の検討状況につきましては、７月の部会でお示しし

たスケジュールに沿って、年明けの部会にて御報告をさせていただきたいと思います。 

 ページをめくっていただきまして６ページで、家計可処分所得、家計貯蓄率の推計の全

体像を概観しております。ページの上段、点線の枠囲いの中に式をお示ししておりますが、

家計可処分所得につきましては、その式の右辺の各内訳項目をそれぞれ推計いたしまして、

それを積み上げる形で推計をするということを考えております。 

 それから、家計貯蓄率につきましては、こうして求めた家計可処分所得に年金受給権の

変動調整という項目を加えたものを分母として、いわゆる消費性向を求めて、１からそれ

を控除する形で求めるということを考えています。 

 ここで年金受給権の変動調整という項目について、簡単に補足的に説明をさせていただ

きますと、これは発生主義で記録される企業年金など、そういうものについては金融勘定

の方で年金受給権というものが記録されます。そういう制度に関する掛け金などの支払い、

それから給付金などの受け取りの差額をあらわしている項目です。ＳＮＡ上、そうした年

金受給権が記録されるような制度であっても、掛け金を払うと、一旦、純社会負担の支払

いとして家計可処分所得を減ずるように記録をされるわけですが、これは年金受給権とい

う形で家計の金融資産に振り替わるものでありますので、貯蓄の計算にこれが影響を与え

ないように調整するという、そういう項目です。 

 なお、公的年金に係る支払い、受け取りにつきましては、この年金受給権の変動調整に

はカウントされないものです。 

 枠囲いの下に３つ丸がありますが、１つ目の丸に記載しておりますとおり、家計可処分

所得等の検討においては、2008ＳＮＡにおける各種変更を踏まえた新しい平成23年基準に

対応した形の推計方法としているということです。 
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 それから２つ目の丸につきましては、詳しくは次ページ以降で御説明いたしますが、い

ずれの項目につきましても、前年の年次推計時の四半期分割値を基に延長推計をするとい

う考え方で推計しております。 

 延長推計の方法については、いろいろ項目によって利用可能な基礎統計が異なりますの

で、その状況に応じてＱＥで既に推計されている項目を活用するとか、四半期別の補助系

列があるので、それによって延長する。あるいは四半期はないけれども年次ベースの補助

系列があるので、それを用いて延長する。最後は、そういう情報がとれないという項目に

ついては、トレンド推計などを用いるという形で、様々な手法を用いて推計をいたしてい

ます。 

 最後、３つ目の丸ですが、季節調整につきましては、上の式でお示ししている家計可処

分所得を推計する各内訳項目のレベルで季節調整を行っているということです。 

 資料をめくっていただいて、７ページ、８ページで、もう少し詳しく各推計項目に関し

て推計方法を具体的にお示ししております。 

 ７ページの表から見ていただきますと、まず一番上、雇用者報酬については、既にＱＥ

にて公表している系列がありますので、それをそのまま使用しております。 

 ２段目、営業余剰、これは家計に関しては持ち家の営業余剰ということですが、これに

関しては、ＱＥ推計の中で持ち家の帰属家賃という項目があります。それとの連動性が高

いと考えられますので、これを補助系列として延長推計しているということです。 

 それから、次の段、個人企業の混合所得です。そのうち農林水産業に関しましては、適

切な基礎資料が得られないということでありまして、年次推計における前年同期値を横置

きという形としております。個人企業のそれ以外の産業に関しましては、個人企業経済調

査における１事業所当たりの営業利益、それに労働力調査におけます自営業主数を乗じた

推計値を補助系列として延長推計をいたしております。 

 それから、財産所得に関しては、得られる情報にかなり制約があります。利子受取に関

しましては、ＱＥ推計の過程で得られる利子率や残高のデータを用いて延長推計というこ

とをいたしておりますが、それ以外の財産所得につきましては、情報がないということで、

前年同期値の横置き、あるいはトレンド推計といったような方法をとっています。 

 続きまして、８ページの表で残りの項目の推計方法をお示ししておりますが、一番上の

所得・富等に課される経常税、いわゆる直接税と範囲が近いものですが、そのうちの国税

に関しましては、財務省から毎月公表されております収入額調を用いて延長推計をいたし

ております。 

 一方、地方税につきましては、実績データがこの段階では得られないことから、地方財

政計画の税収見込額を用いて年度ベースで延長推計をして、それを四半期分割するという

形の推計をとっています。 

 それから、純社会負担につきましては、ＱＥ推計におきまして、雇用者報酬を推計する

過程で、雇主の社会負担を推計しております。その情報を活用した推計を行っています。 

 現物社会移転以外の社会給付というのは、その中の大きな部分を占めるのは年金という

ことですが、年金給付の関係は、各種制度の事業月報といったような基礎資料から得られ
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る年金総額を用いて延長推計をいたしております。国の共済組合については、そういう情

報がないので、予算書の情報で延長推計という形をとっています。さらに、地方の共済組

合、あるいは私学共済に関しては、基礎資料が得られないことから、前年同期値横置きと

いう形の推計をとっています。 

 それから、その他の経常移転については、仕送り金などの情報は家計消費状況調査、海

外との経常移転のやりとりは国際収支統計など、そういうところから把握するという形で

推計をしております。 

 それから、このページの最後になりますが、表の下に注記をしておりますとおり、生活

保護制度など制度変更があった場合には、その内容や影響の規模を予算書等から把握して

推計に反映をするという努力をしております。 

 以上のような方法で推計を行った試算結果を９ページ以降にお示ししております。以降

のグラフにおきまして、2017年第２四半期以降に薄くシャドーをかけておりますが、ここ

が速報推計に該当する期間になります。それより前の期間については、既存の年次推計の

四半期推計値をあらわしております。 

 ９ページは、原系列をお示ししております。左側が家計可処分所得、右側が家計貯蓄率

のグラフです。 

 そのうちの左下のグラフが、前年同期値の動きをあらわしておりますが、折れ線が家計

可処分所得の原系列前年同期比の推移。それから、色を付けた積み上げグラフが各項目の

寄与度をあらわしております。 

 見ていただくと分かりますが、寄与度が大きめなのは、まずはオレンジの雇用者報酬で

す。速報期間で見ますと、各期とも増加方向、可処分所得を押し上げる方向に寄与をして

います。次いで、ピンクの財産所得、それから水色の営業余剰・混合所得の寄与も大きめ

というふうになっています。それから、紫の純社会負担（支払）については、基本的にマ

イナス方向、可処分所得を減らす方向に寄与しておりますが、これは増加基調にある雇用

者報酬に伴って、各種保険料の負担が増えているという側面、それに加えまして、各種保

険料が段階的に上がってきているということも寄与しているというふうに考えられます。 

 続いて、同じページの右下のグラフ、これは家計貯蓄率に関しての前年同期差の動きを

分析しているものですが、折れ線が家計貯蓄率の前年同期差の推移、それから積み上げグ

ラフが所得要因及び消費要因に寄与度分解をしたというものです。 

 足元の速報期間につきましては、可処分所得の伸びが消費の伸びを上回っている期が多

いという形で、前年同期と比べて貯蓄率が上昇する傾向があらわれております。 

 それから、下の10ページは、季節調整系列です。グラフの見方は９ページと同様です。 

 左下の家計可処分所得の寄与度を見ていただきますと、原系列と同様に、オレンジの雇

用者報酬の寄与が大きくなっています。それから、水色の営業余剰・混合所得、ピンクの

財産所得の寄与も大きめというふうになっています。また、紫の純社会負担が基本的にマ

イナスの寄与を示しているというのも原系列と同様です。 

 貯蓄率に関しては、右上の水準を示したグラフを御覧いただければと思います。足元の

動きを見てみますと、ジグザグと上下に動きながらも、ほぼ横ばい、若干緩やかに上昇傾
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向が読み取れる形となっています。水準としては、2012年ごろと同程度でありまして、2011

年は下回るという形になっています。 

 続いて、11ページ以降で、少し推計精度に関する分析を行っています。11ページは、四

半期ベースで見た各項目の改定状況を見たものです。これは速報推計と年次推計の改定状

況ということです。 

 グラフの見方ですが、2016年度だけ点線で区切っておりますが、2016年度のみについて

は、最新の平成23年基準ベースで全ての項目について各四半期の速報推計を行って、それ

を年次推計値と比較をしたというものです。 

 一方、2015年度以前につきましては、この開発プロジェクトの中で、速報推計の開発に

取り組んでいる項目のみについて、平成23年基準ベースの速報推計値を試算し、年次推計

値との改定状況を分析しているということです。 

 その結果ですが、上段のグラフが家計可処分所得に関する分析です。各項目の改定寄与

度を積み上げグラフであらわしておりますが、それを見ていただきますと、ピンクの財産

所得の改定が目立っているということです。先ほど御説明いたしましたとおり、財産所得

の推計に当たっては、基礎資料が乏しく、多くの内訳項目について、前年同期値横置きな

どの推計となっておりまして、これが年次推計との間の改定を生んでいるということです。

この点については、引き続き、改善に向けた検討を続けたいというふうに考えております。

それから、水色の営業余剰・混合所得の改定寄与も大きめというふうになっています。 

 続いて、下段のグラフが、家計貯蓄率の改定状況に関する分析です。水色の棒グラフが

改定幅をあらわしておりますが、大きい四半期では、1.5ポイントを超えるぐらいの改定が

生じています。 

 なお、2015年度以前につきましては、最初にグラフの見方の中で説明をいたしましたが、

改定寄与の試算において家計消費は含まれておりませんので、全て所得要因による改定を

あらわしているということになります。先ほど申し上げましたが、改定寄与の大きい所得

項目を中心に、精度改善に向けて引き続き検討を続けていきたいというふうに考えていま

す。 

 12ページは、年度ベースの改定状況ということで、四半期ベースの分析と傾向は変わり

ませんので、説明は割愛させていただきます。 

 続きまして、13ページは、今見ていただいた速報推計から年次推計にかけての改定状況、

あるいは推計精度という観点で、今回の我々の試算がどれぐらいのレベルにあるものなの

かということを知るために、イギリスと比較をしてみたというものです。 

 イギリスにおいては、リビジョンに関するデータベースが公表されておりますので、そ

こからデータをピックアップしてきたというものです。そこで得られる項目が、雇用者報

酬及び営業余剰・混合所得のみであったことから、この２項目のみを今回は取り上げさせ

ていただいております。 

 少し注意が要るのは、日本の計数は原系列の前年同期比である一方、イギリスのデータ

ベース上に載っている計数は季節調整済みの前期比であるため、比較可能にするために、

イギリスの計数については単純に４倍した値をお示ししております。日本については、前
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のページで見ていただいたデータを集計したものです。したがって、雇用者報酬について

は、2016年、１年分のデータだけをあらわしているものです。 

 結果、比較を見ていただきますと、幅を持って見る必要はあるかと思いますが、日本に

おける速報推計から年次推計にかけての改定幅は、イギリスと比較して小さめになってい

るということがここから分かったということです。 

 それから最後に、公表系列の案につきまして、現時点では、14ページにお示しした案を

検討中です。 

 基本的には、推計した各内訳項目も含めて公表するということを考えておりますが、財

産所得及びその他の経常移転につきましては、もともと基礎資料が乏しい中での推計です

ので、受取と支払に分けて表章するほどの精度は期待できないというふうに考えられます

ので、受取から支払を差し引いた純受取額という形で表章するのが適当ではないかと考え

ています。 

 また、実質値につきましては、可処分所得のみ、家計最終消費支出に係るデフレーター

で除した実質購買力という形でお示ししてはどうかというふうに考えています。 

 とりあえず内閣府からの説明は以上です。 

○宮川部会長 どうもありがとうございました。 

 それでは、ただ今の御説明について、御意見、御質問がありましたら、よろしくお願い

いたします。 

 はい、どうぞ。 

○北村委員 最後の公表案ですけれども、今御説明があった財産所得が受取、支払がはっ

きりしないので、ネットでということですけれども、そのロジックがよく分からないので

すけれども、両方あまりはっきりしなかったら、引いてもあまりはっきりしないのではな

かいと。 

○二村内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部長 おっしゃるとおり、合わせてもはっ

きりしないというのはそのとおりですが、それを更に受取と支払に分けても、ある種、追

加情報がないといいますか、そういう意味でまとめてしまってもいいのではないかという

ことです。 

○宮川部会長 よろしいでしょうか。 

 私からも、その公表に関して１つ関連しているのですが、これは遡及はどこまでされる

のかということと、先ほど、11ページのところで、2016年度は精度を考えられるときに、

2011年の基準でやられているわけですが、2015年度の前までは、改定前のところで精度を

チェックされているということになりますよね。そういうことですか。少しよく分からな

かったのですけれども。つまり、やられるとすれば、2011年度の基準で遡られるのだろう

と思っているのですが、それを遡ってやられるとすると、精度のチェックは2011年度基準

で行われなければいけないのではないかと思います。私が誤解しているのかもしれません

が、よろしくお願いします。 

○二村内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部長 今回やっている作業は、速報推計の

開発ということであります。過去につきましては、年次推計の四半期値が平成23年基準で
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すので、要は、年次推計があるところはその数字、そこから先の速報部分を新たに出して

いくというものです。 

○宮川部会長 そういうことですか。 

○二村内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部長 改定の精度のチェックも、今回やっ

たのは、要するに、今ある数字は、もう年次推計ベースになっていますので、仮に23年基

準で速報推計やってみたら、各年どういう速報値が出てくるかということを計算してみて、

それと年次推計値との改定幅をチェックしてみたというものです。 

 そういう意味で、あくまでこの改定の分析は仮想的なデータを作って検証してみたもの

です。実際に出す数字は、年次推計があるところは年次推計値、その先の部分を速報推計

という形で出していくということです。 

○宮川部会長 はい、分かりました。 

 ほかに何か御質問はありますか。 

 はい、どうぞ。 

○野呂委員 資料の８ページ目の推計のところですけれども、まず表の中の一番上の税に

つきましては、おそらくこれは行政記録、税データを使うという方向の中で御検討を進め

ていらっしゃると思っていますが、こうした行政記録をダイレクトに使えないかなという

思いがいたします。 

 もう１つ、社会保険料のところですけれども、これも、例えば給付もそうですし、掛け

金も標準報酬月額が決まれば、１年分の社会保険料が決まるわけでして、もしダイレクト

に使えれば、作業負担も少なく精度の高いものができると思うのですが、こちらの行政記

録の利用の進捗状況みたいなものはどうでしょうか。 

○宮川部会長 お願いします。 

○二村内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部長 基本的に給付の側については、各種

年金制度など社会保険制度の中で使えるデータを使わせていただいているというものです。 

 負担側は、ＱＥ推計の過程で得られるデータなどを用いてというふうに間接的な書き方

になっていますが、ＱＥ推計の中で雇主の保険料の負担を考えるときにも、いろいろ各種

の社会保険制度を所管している方からデータをいただきながら推計をしておりますので、

そういう意味では、各種事業者のいわゆる行政記録情報みたいなものを、使えるものは使

って推計をいたしているということです。 

○宮川部会長 よろしいでしょうか。 

 はい、どうぞ。 

○野呂委員 社会保険料もそうですし、給付もそうですけれども、毎年制度が変わったり、

標準報酬月額も上限額が変わるわけでして、やはり過去のデータから引き延ばすと反映が

遅れるとか、ゆがみが出ると思います。できればダイレクトに寄与している金額、あるい

は、引き去る社会保険料を利用できれば、本当は作業負担も少なく、精度も高いのかなと

思いますので、引き続き、よろしくお願いしたいと思います。 

○二村内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部長 データがとれるところは実績をとっ

ておりますし、あとは、そういうところがとれなくて何か賃金の動きで推計する場合にも、
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保険料率の変更みたいなところは加味しながら推計はいたしておりますが、引き続き、で

きるだけとれる情報はとって反映できるように検討したいと思います。 

○中村部会長代理 野呂委員と一緒の場所の国税、所得税のことですけれども、この収入

額調べ、現金ベースの収支であって、ですから、申告分を見ると、４月、５月は還付が多

くてマイナスになってしまっているということなので、これをそのまま使えるのかという

気がするのですけれども、でも、振り返って年次推計についてもそういう現金ベースのも

のになっているのであれば、それとは整合できたということだと思います。ただ、発生ベ

ースとは相当違うものなのでという注意が必要なのではないかという気がいたします。 

 それと、７ページの混合所得、個人企業経済調査は、これは四半期はなくなって年次に

なってしまうのですよね。そうなった場合にどう対処されるのかお聞きしたいと思います。 

○二村内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部長 税の現金ベースか発生ベースかとい

うところは非常に悩ましい問題でありまして、所得税に限らず税全体に当てはまることで

すが、そこはできるだけ発生ベースに近付けられるようなものは近付けるような努力はい

たしておりますが、御指摘の点は非常に重要な点でありますので、引き続き、何か改善が

できるかどうかといったようなところは検討したいと思っております。 

 それから、個人企業経済調査、おっしゃるとおり、四半期調査が廃止されるということ

になります。その場合は、まずはほかの代替的な指標が得られるかどうかというところを

検討したいと思っておりますが、なおかつ、それでも難しい場合には、何か代理指標がな

いのかどうか、そのようなところを調べていきたいというふうに考えております。今のと

ころ、具体的にこれというところは、まだ目星がついていないところです。 

○宮川部会長 ほかにありますでしょうか。 

 はい、どうぞ。 

○小巻専門委員 13ページの推計精度の定量評価です。この比較の方法ですけれども、何

か違うものを比較していると思われます。つまり、日本は原系列で、イギリスは季節調整

系列であり、合わせてやった方がフェアではないのかと思います。また、イギリスの数値

は４倍にしていますから、過大に出ていると思います。同じ平そくで比較された方がいい

のではないかという感想を持ちました。 

 以上です。 

○二村内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部長 単純に比較できないというのはおっ

しゃるとおりで、我々も、まだ季節調整系列まで至っていない中で、今回はこういう簡便

的なお示しの仕方をさせていただきましたが、厳密な比較はベースをそろえないといけな

いということはおっしゃるとおりだと思います。 

○宮川部会長 ほかに何かありますでしょうか。 

 よろしいでしょうか。 

 それでは、内閣府からの御説明に対して幾つかの御意見がありました。特にいわゆる税

務データをより活用すべき点、ただ一方で、現金収支ではなくて発生ベースに戻していく

ような点というのは、発生ベースにできるだけ修正するような点は、十分注意して、今後、

検討していただきたいというふうに思いますし、それから、中村部会長代理からの御指摘
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もありましたように、個人企業経済調査が四半期推計から年次推計になることについての

代替的なことについては、やはりもう間近にも迫っておりますので、ある程度の考え方を

示していただくようにした方がいいかと思います。 

 それから、小巻専門委員からお話がありました13ページの比較ですけれども、これもご

もっともだと思いますので、これは公表資料になりますので、もう一度、修正した上で、

もう１回、国民経済計算体系的整備部会で最終案を出されるということですので、それま

でにきちんとしたできるだけ精度の高い比較ができるようにお願いしたいと思います。 

 こういうふうなまとめ方にさせていただきたいと思うのですけれども、よろしいでしょ

うか。 

 それでは、そのようにさせていただきます。 

 続きまして、毎月勤労統計における変更を受けた雇用者報酬推計等の対応についてです

が、その関連として、関根委員より、前回部会の議論に関する補足説明資料の提出があり

ました。前回の復習ということですので、まず関根委員に御説明をいただいた上で、続い

て、内閣府より御説明いただくことといたします。 

 関根委員、お願いいたします。 

○関根委員 ありがとうございます。お手元の資料２－１を御覧ください。今御紹介いた

だきましたように、私からは、７月12日の本席で申し上げたことを、問題の所在というこ

とで繰り返したいと思います。 

 表紙をめくっていただきまして、右下のスライド番号が１というところですが、左側の

パネルでは、毎月勤労統計の一般労働者の所定内給与と、パートの所定内時給をプロット

しております。御案内のように、現金給与総額の中で高いシェアを占めます一般の所定内

賃金ですが、実線でお示ししている全サンプルのベースでは、2018年入り後、急に伸び率

を高めていますが、破線でお示ししています継続サンプルのベースでは、従来と同じく前

年比0.5％前後で推移しているということであります。 

 右側パネルでは、ＳＮＡ統計の雇用者報酬と、ここでは近似雇用者報酬と言っています

が、これは脚注の２のところに記載してありますように、ごく単純に毎月勤労統計の現金

給与総額に労働力調査の雇用者数を掛け合わせたものをお示ししております。 

 足元のＱＥ部分でありますが、両者の動きはほぼ一致しているということがまず最初に

発見できますが、しかもそれが急増しているということであります。これからしますと、

ＳＮＡの雇用者報酬は、全サンプルの現金給与総額を用いて計算していること、このため、

破線で示しました現金給与総額を継続標本ベースにしたものと比較すると、足元、高めに

出ているということが分かるかと思います。 

 こうしたＳＮＡの雇用者報酬を基にしますと、いささか奇異なことが起こるというのが

次のスライドであります。 

 左側パネルでは、雇用者報酬を名目ＧＤＰで割ったＳＮＡベースの雇用者報酬、これは

もちろん簡易計算の上ではありますが、このような形で労働分配率をはかってみましたと

いうのが左側のパネルであります。 

 御覧いただきますと、足元2018年入り後、この計算による労働分配率が急上昇している
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ことが分かりますし、1994年以降の平均線を超えているということであります。右側のパ

ネルの法人季報ベースの労働分配率には、そうした動きがありません。 

 今、先進諸国では、労働分配率が低下しているのがなぜかということで活発な議論がな

されておりますが、ＳＮＡベースを信じますと、日本だけ労働分配率が上昇しており、例

外となってしまいます。私は、これはむしろ雇用者報酬の計算の際に、全サンプルベース

の毎月勤労統計の現金給与総額を用いることに伴う問題ではないかと考えます。 

 同じようなことは、平均消費性向でも言えまして、次のスライドでありますが、太い実

線でお示ししましたＳＮＡの個人消費を雇用者報酬で割った平均消費性向や、細い実線で

お示ししました分母のところを近似雇用者報酬に置き換えた平均消費性向は、足元、かな

り急速に落ち込んでおります。継続サンプルで計算しました近似雇用者報酬を分母にしま

すと、破線ですが、そこまで平均消費性向は落ち込んでいないということであります。 

 労働分配率も平均消費性向もマクロ経済を見る際のキーとなる変数ですので、こうした

変数がより実態に合うように、ＳＮＡベースの雇用者報酬にも何らかの工夫をした方がよ

いのではないかというのが７月の本席で私から申し上げたことです。 

 私からは以上です。 

○宮川部会長 どうもありがとうございました。 

 続いて、内閣府から御説明をお願いいたします。 

○鈴木内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部企画調査課長 そうしましたら、私ども

内閣府から説明をさせていただきますが、説明に先立ちまして、部会長、１つ資料を追加

でお配りさせていただきたいのですが、よろしいでしょうか。 

○宮川部会長 はい。それでは、お願いします。 

○鈴木内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部企画調査課長 そうしましたら、資料を

配らせていただきますが、説明を開始させていただきます。 

 私どもで今回、毎月勤労統計における変更を受けた雇用者報酬推計等の対応についてと

いうことで取りまとめをいたしましたので、御説明をさせていただきます。 

 こちらについては、少し背景、経緯も含めて御説明をいたしますと、７月の本部会で、

厚生労働省から毎月勤労統計の１月の変更を受けた要因分解について数字がお示しされた

ということです。それを受けて、その後、９月の統計委員会で毎月勤労統計の扱いという

か、見方というか、そのようなものについての整理がなされたというふうに理解をしてい

ます。 

 その後、厚生労働省では、10月初めの８月分の公表分から、共通事業所も併記する形で

公表形式を変更されたというふうに理解しています。 

 そのようなことを受けまして、ＳＮＡ（国民経済計算）でも、毎月勤労統計の１月から

のローテーション・サンプリングの導入などの変更を受けた対応について検討したという

ことです。９月の統計委員会でも、西村委員長から本件について御指摘があったというこ

とです。 

 最初に、全体の方針をこちらの資料２－２で御覧いただければと思いますけれども、１

で御説明しています。 
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 2018年７月から９月期の１次ＱＥ、これは11月14日に公表する予定ですが、こちらにお

いて、毎月勤労統計を用いている雇用者報酬の2009年７－９月期から2018年４月－６月期、

足元までの計数を遡及改定したいと考えています。 

 また、同統計を使用している一部のデフレーターについても、2018年１－３月期以降の

計数を改定したいということが全体の我々の対応方針として考えていることです。 

 ２番の現状分析と対応にあたっての考え方ということで、まず雇用者報酬を中心に御説

明をいたします。 

 まず、雇用者報酬推計のおさらいですが、雇用者報酬の推計においては、その主たる構

成項目であります賃金・俸給部分等について、毎月勤労統計を利用して推計をしています。 

 具体的には、ざっくり言ってしまいますと、毎月勤労統計による１人当たり平均賃金、

これは現金給与総額ですが、これに労働力調査による労働者数を乗じるなどして一国全体

の賃金・俸給の計算をしているということです。年次推計においては、詳しく産業別の計

数を、ＱＥについては、速報ですので、簡便ではありますが、産業計の計数を用いている

ということです。 

 ２番で、現状の分析をさせていただきました。今般、整理に当たって、７月の部会以降、

統計委員会あるいは厚生労働省に、いろいろ追加的なデータをお願いしていたところです

が、今般、厚生労働省からデータを提供いただくことができまして、分析をいたしました

ということです。この場をかりて、厚生労働省には感謝を申し上げたいと思います。 

 ここで一旦、図表を見ていただければと思いますが、資料２－３の２ページを御覧いた

だけますでしょうか。 

 まず、今申し上げましたように、今般、厚生労働省より、毎月勤労統計による方式変更

の影響について、現金給与総額について要因分解した結果の提供を受けています。これは

2018年１月時点での旧系列、これは旧ベンチマークによるウエート、これは産業別・事業

所規模別の労働者の構成比のことですが、それを旧サンプルで集計した公表値による計数

と、それから、新系列、これは本系列として公表されている新ベンチマーク、新サンプル

による計数の差について要因分解するためのデータです。 

 具体的には、２ページの表のところの左側の３列を見ていただければと思います。左か

ら２番目が公表値です。これは新ベンチマーク、新サンプルによる集計値です。３つ目が、

旧ベンチ、旧サンプルによる公表値でして、こちらも１月時点については新旧両方が公表

されているということです。 

 今般、厚生労働省に計算していただきましたのは、一番左の列でして、新ベンチマーク

により旧サンプルを集計したものの計算を頂戴したということです。これを使いますと、

要因分解ができるということです。この新ベンチ、旧サンプルと新サンプルの差、それか

ら、旧ベンチ、旧サンプルの差をとりますと、サンプル入替えの要因、ベンチマークによ

る要因が分かるということです。 

 表の４列目を見ていただきますと、30年１月時点で新と旧の差が1,252円あります。これ

をベンチマークによる要因とサンプル要因に分解しますと、ベンチマークによる要因が

2,367円、それからサンプル入替えによる要因がマイナス1,115円というふうになるという
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ことが分かりました。つまり、この1,252円を要因分解すると、この２つの要因で説明がで

きるということです。 

 これを踏まえますと、それぞれの要因、つまり、サンプル要因とベンチマークの要因そ

れぞれについて、まとめてではなくて、それぞれの対応で調整する必要があるのではない

かということが分かるということです。 

 一方、調整するに当たっては、私もＳＮＡでは時系列のデータを扱いますので、時系列

で調整するために何ができるかということを考えたということです。文章の方の１ページ

の（２）の一番下のところに「一方、」と記載してありますが、実は毎月勤労統計について

は、原表という形で月ごとに詳しいデータが公表されています。これは産業別・事業所規

模別の詳細なデータです。このデータを用いて、要するに、公表されているデータを用い

て要因分解が再現できるかどうかというのを検討してみたということであります。 

 それが図表の２ページの右側の青の欄ですが、これは産業別・事業所規模別の原表のデ

ータを用いて、同じようなやり方でベンチマーク要因、それからサンプル入替え要因に分

解ができるかというのを計算してみたということです。 

 これを見ますと、例えば一番上の段の調査産業計のところ見ますと、公表データから計

算したものが、サンプル要因がマイナス1,296円となっています。他方、ベンチマーク要因

が2,548円となっていまして、かなり近い数字が得られるということが分かりました。 

 また、産業別についても、サンプル数が非常に少ない鉱業、採石業等を除けば、かなり

近い数字が公表データから再現できるということが分かったということです。これを踏ま

えてどうするかということを考えたということです。 

 文章の方を２ページに行っていただければと思いますが、今申し上げましたように、１

月の新旧差が２つの要因から成っているということですので、それぞれについて、何らか

の適切な処理をするということが、雇用者報酬を推計する上では重要であるというふうに

考えました。 

 まず、ベンチマーク要因については、2017年以前の系列においても、労働者数の構成比

について、そのときどきの最新の情報を反映させていくことが望ましいというふうに考え

ました。 

 具体的には、2017年12月以前の産業別・事業所別の雇用者数に一定の調整率を乗じるこ

とで、新ベンチマークに変換し、これを用いて旧サンプルのデータを集計するということ

により、2017年12月以前についても最新の労働者数の構成を反映することができるという

ふうに考えます。 

 それから次に、サンプル入替え要因については、2018年１月時点で、先ほど、表で御説

明しましたが、新ベンチマークにより集計した旧サンプルと、新ベンチマークで集計した

新サンプル、公表値における差があるということですので、これは、これに関する一定の

調整率を過去の系列にも施して、本系列、つまり、公表値と段差なくつながるというよう

な処理が必要ではないかというふうに考えたということです。このように基礎データにつ

いて適切な処理を行うことで、ＳＮＡ上の時系列の、あるいは勘定体系全体の整合性を考

えるＳＮＡにおいても、雇用者報酬の水準の適正化とともに、時系列で見て、より適切な
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変化率が得られるというふうに考えました。 

 図表の３ページを見ていただきますと、これはあくまでイメージですけれども、このよ

うな調整になっています。30年１月時点で、緑の部分がベンチマーク要因、オレンジの部

分がサンプル入替え要因ですが、今、公表されている計数が青の部分、それから赤の部分

になっているということです。これをベンチマーク更新要因とサンプル入替え要因を調整

して黒のラインを作りまして、これを用いて推計するというようなイメージと考えていた

だければと思います。 

 具体的なやり方ですけれども、少し文章の方に戻っていただきまして、２ページの３の

ところですが、具体的な対応方法ということです。 

 今回の変更によりまして、毎月勤労統計においては、過去の指数は遡及改定されないと

いうことでした。調整が必要な場合、ユーザー側で何らかの処理を行うということですが、

今申し上げましたように、毎月勤労統計については、方式変更の影響の要因分解が、公表

データからおおむね再現できるということが分かりました。これを踏まえまして、雇用者

報酬の推計で用いている毎月勤労統計について、公表データである先ほど申し上げました

原表という産業別・事業所規模別の詳細なデータを用いて調整を行いたいということです。 

 具体的には、この黒丸のところですけれども、原表のデータを用いて、2018年１月の新

旧の計数における産業別・事業所規模別の労働者数の比をまず計算します。この比率を2017

年12月以前の旧系列における労働者数に乗ずることで、新しいベースでの労働者数の構成

比が得られるということです。この新しい構成比を用いて、産業別・事業所規模別の2017

年以前の旧サンプルの１人当たり平均賃金を再集計いたします。そうしますと、新しいベ

ンチマーク、旧サンプルによる計数が得られるということです。 

 これを行いましてもまだサンプル要因の調整が必要ですので、これについては、先ほど

出てきましたように、2018年１月時点でサンプル要因の影響が分かっておりますので、こ

の調整率を用いて、過去、先ほどの手続で計算しました2017年12月以前の計数について、

調整率を掛けることで、先ほどの図表でいくと、赤の本系列に接続するような基礎データ

が得られるということです。 

 このように基礎データに一定の調整を行うことで得られた数字を用いて雇用者報酬の再

推計を行いたいということです。 

 少し詳しい説明が図表の４ページに記載してありますが、こちらは割愛をさせていただ

きます。 

 ＱＥの予測の中では、ＧＤＰと直接関係はありませんが、雇用者報酬の予測などをされ

ている方もいらっしゃいますので、今申し上げたやり方については、詳しいものを後ほど

公表できればなというふうに考えているところです。 

 文章の３ページのところに行っていただきまして、（注４）のところですが、今申し上げ

ました詳細な基礎データの調整については、本来であれば、過去の全期間についてやるの

が一番いいのですが、今回は時間的な制約もありますので、第二次年次推計となっていま

す2015年、つまり、2015年、2016年をしっかり計算するというふうに考えています。それ

以前については、今回は簡便な方法で調整をさせていただき、２年後の基準改定時にきち
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んと対応したいというふうに考えています。 

 それから、（２）タイミングですけれども、今申し上げました対応を2018年７－９月期の

１次ＱＥにおいて、今申し上げました方法によって得られた修正後のデータを用いまして、

2015年度の数字、それから2016年度の数字、それから2017年４－６月期以降の速報推計値

について再推計を行いたいというふうに考えています。 

 12月の２次ＱＥでは、同じデータを用いまして、2016年については第一次年次推計が第

二次年次推計に改定、それから2017年度については速報から年次推計に改定というふうに

したいと考えています。 

 2016年４－６月期以降についても、今申し上げました2017年度をベースに速報推計を計

算したいというふうに考えています。 

 雇用者報酬については対応は以上ですが、４でその他の項目における対応で少し記載し

てあります。 

 （１）がデフレーターでして、デフレーターの推計においても、一部、建設業、あるい

は学術・開発研究機関などの一部産業に関する、決まって支給する給与のデータを用いて

いるところがあります。デフレーターについては、水準というよりも伸び率が重要ですの

で、2017年12月以前の遡及計算は行わず、2017年12月と2018年１月の計数を、先ほどの計

算から得られた計数を用いて接続することで、従前の系列と2018年１月以降の系列が段差

なくつながるように処理をしたいというふうに考えています。これによりまして、総固定

資本形成デフレーターなどが2018年１月期に遡って改定することになります。これについ

ても、雇用者報酬と同じく７－９月期の１次ＱＥから適用したいと考えています。ですが、

ＧＤＰデフレーターに与える影響はごく小さいというふうに考えていますので、一応、そ

の点も申し上げておきたいと思っております。 

 それから、（２）ですが、実はＳＮＡの年次推計では、労働時間も計算しています。労働

時間数というふうに呼んでいるのですけれども、こちらについても毎月勤労統計の労働時

間を数字を用いて、産業別の、私どもは、経済活動別と呼んでおりますが、その労働時間

数を推計・公表しています。 

 図表の５ページを見ていただければと思いますが、こちらについても厚生労働省の御協

力をいただきまして、新旧データの要因分解を行うことができました。こちらについても

公表データから再現したところ、おおむね再現可能ということも分かっております。です

が、数字を見ていただくとお分かりのように、現金給与総額に比べますと差が小さいとい

うこと、それから、それぞれの要因についても、それなりに小さい寄与となっていますの

で、より簡便な調整、あるいはものによっては調整が不要かもしれませんが、そのような

ことを今年の年末の年次推計に向けて、引き続き検討してまいりたいというふうに考えて

います。 

 それから、文章でいくと５番のところです。2019年、来年の１月以降からの毎月勤労統

計の状況ですが、毎年１月時点において、実はサンプルが新サンプルと旧サンプルの両方

の計数が分かるということです。これは大変有用な情報でして、私ども、雇用者報酬、デ

フレーターを推計するに当たっては、この情報を有効に活用して、時系列で見た変化率が
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段差なくつながるようにしたいというふうに考えています。 

 具体的なイメージですが、図表の６ページを見ていただければと思いますけれども、来

年１月以降、１月時点では新旧の両方の計数が分かりますので、これについて接続計数を

用いて新旧の計数が段差が生じないように接続するということで、ＳＮＡにおける時系列

のデータを計算したいというふうに考えているところです。 

 今申し上げました雇用者報酬については、試算を今回しています。追加でお示しした資

料を御覧いただけますでしょうか。１枚紙をお配りしています。 

 調整後の毎月勤労統計を用いた雇用者報酬の試算結果ということで、４－６月期のＱＥ

までについて試算をしています。先ほど申し上げました方法によって、サンプル要因、そ

れから標本入替えの影響を除いた上で、毎月勤労統計のデータを使いまして計算をしまし

た。これによりますと、2016年度については、先ほど過去の分の水準が少し調整されると

いうことでイメージ図をお示ししましたが、その影響によりまして、雇用者報酬、2016年

度については上方に改定される見込みです。 

 また、ＱＥについては、先ほど、ベンチマークの要因を調整すると、要するに、月々の

労働者の構成比の違いを最新のものに置き替えるということでして、これにより伸び率が

少し改定される見込みとなっています。特に2018年１－３月期、それから４－６月期につ

いては、現在の公表値が前年同期比3.1％、4.1％となっていますが、これが下方改定され

る見込みでして、再推計した結果、2.7％程度、２Ｑについては3.4％程度となる見込みと

なっています。これはあくまで現時点で暫定的に計算したものでして、11月のＱＥに向け

ては計数を更に精査いたしますので、結果は若干変わるかもしれませんが、おおむねこう

いう傾向となっています。 

 2018年の１－３月期と４－６月期で改定幅が少し違うということがお気付きかと思いま

す。１－３月期については0.4％程度、４－６月期については0.7％程度というふうに少し

違う数字になっていますが、これは最新の労働者数の構成を反映することによりまして、

これまでの御説明ですと、大規模事業所のシェアが高まっているということでした。それ

を反映して、今、公表されている計数では、つまり、去年の部分については古い労働者構

成比で、足元については新しい労働者構成比というふうになっていますので、労働者の構

成比の変化がそのままこの数字に出ているということですが、そこのところを調整した結

果、特にボーナスが大規模事業所で、今回、夏にかなり高かったということもありますの

で、その影響が適切に反映されて、若干の下方改定をされているということです。 

 私からは以上です。よろしくお願いいたします。 

○宮川部会長 どうもありがとうございました。 

 それでは、ただ今の内閣府からの御説明について、御意見、御質問等ありましたら、お

願いいたします。 

 関根委員、どうぞ。 

○関根委員 ありがとうございました。 

 私からは、１点、簡単な確認と、１点、要望というか意見があります。 

 まず、確認でありますが、今回の御対応ですけれども、毎月勤労統計のベンチマーク更
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新が経済センサスによることに伴う、ある意味、時限的な措置ということであって、８月

の統計委員会で議論されましたように、まだ確実にいつからということは決まっていませ

んが、将来、毎月勤労統計のベンチマーク更新が事業所母集団ＤＢを使うことになって、

毎年更新されていくようになりますと、今回のように過去に遡って修正するという方法を

とる必要性がなくなるというふうに思うのですが、こうした理解でよろしいでしょうか。 

 もう１点の要望といいますか意見でありますが、賃金データでリンク係数による調整を

していることについてであります。これにつきましては、統計委員会で何度も確認されて

いますように、足元の賃金変化率を追うのは、共通事業所というか、継続サンプルを用い

るということが適当ではないかという整理からしますと、リンク係数を用いるよりも、継

続サンプルの賃金を用いた方がよいのではないかと思いました。 

 というのも、サンプル入替え要因による段差を、例えば今回のケースでありますと、2018

年１月時点の新旧サンプルの比率を用いてリンク接続するやり方は、振れの大きな単月の

標本誤差を恒久的に取り組むことになりますので、かえって雇用者報酬の振れを増やすリ

スクがあるのではないかと思うからであります。 

 今回は、たまたまなのか、サンプル入替え要因の寄与が小さいためにあまり問題にはな

らないと思いますが、共通事業所の賃金データを活用して接続した方が、将来的には、標

本誤差を取り込むリスクが小さくなると考えられますので、来年以降の接続においては、

このような対応も検討していただければと思います。 

 私からは以上です。 

○宮川部会長 どうもありがとうございます。 

 それでは、内閣府、お願いいたします。 

○鈴木内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部企画調査課長 関根委員から御指摘、御

意見を賜りましてありがとうございます。 

 ２つありまして、１つ目の今後の毎月勤労統計におけるベンチマーク更新にどのように

対応するかということですが、基本的な私どもの考え方は、今回は若干特例でして、通常、

ＳＮＡにおいては、水準の調整というのは５年に一度の基準改定のときに行っています。

ですので、毎年の年次推計では、基準年の数字をベースに伸び率で伸ばしていくというこ

とです。ただ、今回は基礎統計である毎月勤労統計におかれて、それなりの方式の変更が

あったということで、ある意味、それによってベンチマークの大きさも明らかになったと

いうことで、若干特例的ではありますが、こういう遡及改定をしたということです。 

 一方、今後のＳＮＡにおけるベンチマークの更新のやり方が毎月勤労統計でどうなるか

ということですが、それは今後の毎月勤労統計における動向も見ながら対応を考えていき

たいというふうに考えています。 

 ２つ目の点ですが、共通事業所をもう少し活用して、例えばサンプル要因の調整などに

使えないかということです。１つ私どもの基本的な考え方ということで最初にお話をさせ

ていただきますと、今回の私どもの対応の考え方は、基本的に統計委員会でこれまでお示

しいただいた考え方に整合しているのかと思っています。１つは、水準については正式系

列、本系列について合わせているということ。それから、共通事業所というのは、やはり
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ベンチマークの影響、それからサンプル入替えの影響を受けない、あるいは受けにくいと

いうことでして、私ども、今回の調整は、少し方法は違いますが、その同じ考え方にのっ

とってやっている。水準と伸び率を両方満たすという方法で考えたということです。 

 そういう大きな考え方がありますが、今後のサンプル要因の扱いについては、引き続き

精査していくということですが、一般的には共通事業所はサンプル数が小さいということ

で、精度的な問題もあるというふうには理解しています。一方で、毎月勤労統計において

は、今回、新しく公表が始まったということで、今後、データが蓄積していく中で、共通

事業所のくせなども分かってくると思いますので、そういうものを見ながら予断なく、私

どもとしては引き続き推計方法を検討していきたいと考えているところです。 

○宮川部会長 関根委員、何かありますでしょうか。 

○関根委員 全く異論はありません。御検討いただければというか、今後もいろいろ精査

していただければと思います。 

 例えば、１年ぐらいデータが蓄積したところで、継続サンプルでやるケースとリンク係

数でやるときで、どのぐらい雇用者報酬の推計が変わるのかとか、そのようなところで見

ていただければ、いい結果になるのではないかというふうに思いますので、急にというか、

11月までとか、そういうことではなく、その後の対応でそのようなところを１つ１つチェ

ックしていただければなというふうに思う次第であります。 

○宮川部会長 ほかに御意見……。 

 どうぞ、西郷委員。 

○西郷委員 大変詳細な検討をどうもありがとうございます。 

 質問は２点ありまして、１つは、ベンチマークを固定して過去に遡及するという考え方

で、それは例えば価格指数とか数量指数を計算するというときにはベンチマークを固定す

るということに一定の理屈が付けられると思うのですけれども、ＳＮＡに関しては、その

ときそのときの経済状況を反映させるというような意味合いもありますので、ベンチマー

クを固定するということについて、価格指数や何かとは少し別の理屈が必要になるのでは

ないかなというふうに考えました。その整理がどうであるかということが伺いたいことの

１点目です。 

 ２点目は、先ほど、サンプル入替えの要因を吸収するというか、そこを調整するという

話であったのですけれども、もしそれが純粋な標本誤差の調整ということであれば、その

ようにするのが正しいと思うのですけれども、ただ、よく言われていますように、毎月勤

労統計ですと、かなり長い間、同じ事業所を追いかける形になるので、サンプルのスター

トのところと、おしまいのところとで、大分事業所の体力の平均値に差がある。つまり、

脱落していく事業所があるので、パネルデータなどでいうアトリッションの生じる可能性

がある。そうすると、サンプルのとり始めのところでは平均賃金は低いのだけれども、そ

れがアトリッションによって、本来あるべきものよりもだんだん高くなっていくという可

能性はありそうな気がするのです。すなわち、サンプル入替えの要因というのが純粋な標

本誤差ではなくて、偏りまで入ってしまった誤差であるということがあるのですね。そこ

を調整してしまうと、先ほど、関根委員はぶれが大きくなるのではないかということを気
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になさっていました。私は、逆に、偏りが入っていても、そこを目をつぶって調整してし

まうというようなイメージになるので、どんどん偏りが蓄積されてしまう可能性があるの

ではないかと。資料２－３の２ページのサンプル入替えの要因という、左から勘定すると

５列目、マイナスが多いですよね。だから、その影響が出ているのではないかというふう

に懸念はされるのです。ただ、それは労働時間で見ると、必ずしもそうではないような面

もあるので、もしかしたら、私の杞憂なのかもしれないのですけれども、アトリッション

に関する考え方をどのように整理するのか、その辺が２点目の質問です。 

○宮川部会長 内閣府、お願いします。 

○鈴木内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部企画調査課長 ２つ御質問をいただきま

して、ありがとうございます。 

 １つ目のＳＮＡにおける水準のベンチマークの考え方ですが、西郷委員御指摘のように、

もちろんできればなるべく最新の水準を反映するというのは一番いいというふうに思って

いますが、一方で、実は私ども、ＳＮＡのベースとなっているものが、産業連関表あるい

は国勢調査などの５年に一度のデータを使っているということでして、そこをある意味、

発射台として数字を固めて伸ばしていくということですので、なかなか頻繁に変えるとい

うのは非常に難しいという問題があります。今回、雇用者報酬については、ある意味、独

立した系列であったということで対応が可能だったということですが、なかなかほかの部

分だと難しいというところもあります。一方で、そういうことを踏まえると、推計の精度

をどういうふうに上げるかということですので、そういう観点からも検討を引き続きした

いというふうに思っています。 

 ２つ目のサンプルの要因にいろいろ含まれるという点については、いろいろそういう御

指摘もあるのは承知していますので、その点については、引き続きどういう方法がいいか

というのは検討してまいりたいというふうに思っています。 

○西郷委員 ありがとうございます。 

○宮川部会長 ほかに御意見ありますでしょうか。 

 はい、野呂委員、どうぞ。 

○野呂委員 十分理解できなかったところで申し訳ないです。先ほどの資料２－３の例え

ば２ページ目で、新ベンチ、旧サンプル、これは公表されていないので厚生労働省から提

供いただいたということですけれども、こちらを使った方が因数分解の精度が高いという

ことであれば、例えば一般でも利用することを考えれば、新ベンチ、旧サンプルは、今後、

公表する予定があるかどうかということが質問の１点です。 

 もう１つは、これはユーザーとしてのお願いなのですけれども、資料２－２の使い方を

見ると、結局、過去の指標も含めて、ある意味で遡及改定して利用するということだと思

います。これまで２回の統計委員会では、賃金上昇率は継続サンプルといいますか、参考

系列で見るのは正しいということだったのですけれども、こういう作業を内閣府や日本銀

行のような体力のあるところは別としまして、普通の民間での利用を考えますと、これま

で負担の大きい作業はできないというのが本音でして、これは国民経済計算体系的整備部

会とは直接関係ないので、また別の機会にも御相談したいと思いますが、もう少し毎月勤
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労統計の特に賃金のところの使いやすい公表、あるいは説明につきまして、工夫をいただ

かないと、一般ではなかなか使えないかなというのが、これは要望といいますか、また改

めて御相談したい点です。 

○宮川部会長 今の点、エコノミストの方もいらっしゃいますけれども、いかがですか。 

○斎藤専門委員 斎藤です。 

 今回お示しされた内閣府の変更のやり方というのは、私は基本的に支持します。考え方

はいろいろあると思うのですけれども、継続サンプルでやるという場合の問題は、やはり

水準は本系列で見るべきだという考え方と一致しないというのが一番大きな問題で、雇用

者報酬の場合は、例えば労働分配率の水準は非常に重要な概念だと思うのですけれども、

そのときに参考系列を使っていると、本系列の水準を生かしていないということになりま

すので、そういう意味では、本系列の直近の水準は本系列に合っているというところでよ

ろしいかと思います。 

 一方で、説明がありましたように、雇用者報酬の場合は、変化率と水準との整合性とい

うのも非常に重要なので、そういう意味では、このやり方が、今与えられた状況の中では

私は適切かなというふうに考えています。 

○宮川部会長 それは例えば、先ほど、野呂委員がおっしゃったデータとしては別にとれ

るから問題ない、もう少し毎月勤労統計のいわゆる公表の仕方みたいなことについては何

か御意見がないのかなと思ったのですけれども。 

○斎藤専門委員 すみません、そういう観点で言うと、我々としては、毎月勤労統計の数

字と、労働力調査の数字があれば、雇用者報酬の数字が大体分かるというのが一番望まし

い。これからはそうならないという意味では、その点は率直に言って残念です。ただ、そ

れが全て満たされるというのがなかなか期待しにくいのではないかと思いますので、やむ

を得ないかなということで、本来であれば、毎月勤労統計と労働力調査を見れば、雇用者

報酬が分かるというのが一番望ましいというふうには思います。 

○宮川部会長 どうもありがとうございます。 

 内閣府から何か。 

○鈴木内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部企画調査課長 ありがとうございます。

２つありまして、１つ目は、野呂委員から御指摘ありました１つ目の点です。図表の２ペ

ージの左側の厚生労働省からいただいた詳細なデータ、こちらが正確ということであれば、

これを使って過去に向かって作業できないかというお話でした。私どもは、実は時系列の

データが必要でして、この詳細なデータは、ある意味、一時点についてのみ計算してみた

ということです。そういう意味では、時系列で過去に向かって作業をするというＳＮＡの

性格上、何らかの別の手立てを考えなければいけないということで、厚生労働省から詳細

なデータが公表されていますので、今回はこれを使って過去に向かって同じような作業を

するということにしたということです。そのときにも、ほぼ同じような数字が再現できる

ということで、精度的にも問題ないのかなということです。 

 それから、２つ目の点については、先ほど、私ども申し上げましたように、私どもの考

え方は、これまでの統計委員会の整理とも整合しているのかなというふうに考えていると
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ころです。 

○宮川部会長 ほかに何かありますでしょうか。 

 私、１点だけ、関根委員の労働分配率の話ですけれども、すみません、時間も押してい

るのに申し訳ないのですけれども、世界的に労働分配率が低下しているというお話で、Ｓ

ＮＡベースがそれに反しているのではないかという御意見だったと思うのですが、世界的

に労働分配率が低下しているのは、世界金融危機後のある種の先進国の状況に対して、長

期停滞を説明する中でやられていると思うのですけれども、逆に関根委員の御議論を見る

と、日本の場合は長期停滞というか、むしろ金融危機が起きたのが1997年だというふうに

考えると、そこから関根委員がおっしゃっているように、労働分配率が非常に下がってい

るというふうに思うのです。だから、日本の場合と、世界の場合と、金融危機が起きた時

点が違うので、長期停滞の文脈から言うと、時期が違っていてもやむを得ないところがあ

るのかなという気がしているのですけれども、その辺、何か別の情報とかをお持ちでそう

いうふうにおっしゃっているのか、お伺いしたいと思います。 

○関根委員 この場での御説明が適当かどうか分かりませんが、なぜ労働分配率が低下し

ているかということについては、おそらく宮川部会長も御案内のように、いろいろな意見

があって、それについて各国がいろいろ分析しているというふうに承知しています。 

 私どもも主に法人季報ベースの労働分配率をイメージしてですが、最近起こっているこ

とについては、やはり分析をしておりまして、我々はどちらかというと、金融危機という

ことは説明に使っていなくて、むしろここに来て日本の場合は労働生産性が実質賃金の上

昇率に比べて上昇しているのではないかということで、さらにその背景を申し上げますと、

やはり人手不足が徐々に明らかになってきていて、日本の企業の方々が非常に労働生産性

の上昇に前向きになられているということではないか。これ自身は世界で見ても労働分配

率の低下の理由に、例えばキャピタルに置き替えているところがあるという説明と、少し

似たようなところもあるということです。 

 実際にそういう意味で、全く各国で同じ説明が成り立つというわけではないですが、た

だ、ＳＮＡベースの労働分配率、左側のパネルのようになりますと、日本だけやや特殊的

に、ここに来て上がってくるというところまで説明しなければならない、これはなかなか

難しいですよということが、私どもが分析をしていて思ったことであります。 

○宮川部会長 ありがとうございます。 

 ほかに何か御質問ありますでしょうか。 

 よろしいでしょうか。 

 それでは、ただ今の内閣府の御報告についてまとめさせていただきます。 

 いろいろな方から御意見が出ました。まず申し上げたいのは、関根委員からの御報告は、

これは前にも出ているということがあります。私は、いわゆる国民経済計算体系的整備部

会は、むしろＧＤＰとかＱＥに関して、専門の委員の方々の知見を得てから内閣府でいろ

いろ推計を出されるというのが基本ではないかというふうに思っております。そういう意

味で、私としては、関根委員が前回の国民経済計算体系的部会で同じような図を出されて

いるにも関わらず、きちんと答えていただいていないというのは、推計の善し悪しは別と
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して、専門家の知見を踏まえてというものに対して答えていることにならず、手続として

少しおかしいのかなと思います。むしろ前回既にやられたことに対しても内閣府には誠実

に答えていただきたいというふうに思っています。ただ、今回は、毎月勤労統計の議論が

非常に大きく取り上げられたということもあって、内閣府としても時間がなかなかとれな

かったということはあろうかと思います。そういうことで今回の推計の御報告になったの

だろうとは思いますが、先ほども言いましたし、関根委員だけでなく、いろいろな方々が

興味を持って御発言をされていますので、その御指摘については、今後生かしていただき

たい。特に先ほど１月の新旧サンプルの比率を用いてリンク接続するやり方、これが長期

的な妥当かどうかというのは、もう一度やはり検討していただく必要だろうと思います。

それは二つあります。関根委員のように振れるというやり方もありますでしょうし、逆に

西郷委員のように、１月のサンプルが縮小してきてかえって不安ではないか。両方の御意

見があったと思います。 

 それから、これは長期的な課題ですが、やはり民間エコノミストとしては、これは厚生

労働省の広報の仕方もあるかと思いますけれども、先ほども言いました労働統計が雇用者

報酬を容易に算出できるような形にならないか。これは内閣府を超えたことかもしれませ

んけれども、そういう工夫の仕方もしていかなくてはいけないのかなというふうに思って

おります。 

 そういう意味で、もう少し幅広い観点、共通事業所の賃金データの活用も含めて、幅広

い観点から検討をお願いしたいというふうに思いますので、逆に資料２－２の５の部分は、

もう一度考え直していただきたいと。2019年以降もそのままやりますよということだと私

は理解しているのですけれども、「毎年１月時点で新サンプルの計数を旧サンプルの計数

に接続したものを用いる」とかということは、もう１回、ここでもいろいろ意見が出てい

ますので、再度、検討していただきたい。毎月勤労統計のサンプルの入替えの仕方も、ま

だ実は移行段階ですよね。完全に安定しているというわけにはならなかったと思いますの

で、そういうことも含めて、今回はやむを得ないとは思いますけれども、十分今日の御意

見を反映した形で、しかも変える前に委員の方々から議論ができるような形で修正案を今

後公表していただきたいというふうに思います。 

 こういう整理でよろしいでしょうか。 

 それでは、そのようにさせていただきます。 

○肥後総務省参与 宮川部会長、内閣府から。 

○宮川部会長 内閣府、はい、どうぞ。 

○鈴木内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部企画調査課長 どうもありがとうござい

ます。いただいた御意見を受けとめて検討してまいりたいと思います。 

 その点で、少し言い訳ではありませんが、先月の統計委員会で、西村委員長からも厚生

労働省からデータの提供を受けた内閣府においては、早急に分析を進めて、その結果を統

計委員会に報告願いたいということでありましたので、私どもとしても、急ピッチで作業

をさせていただいて今回に至ったということでして、よろしくお願いいたします。 

○宮川部会長 それはもう今申し上げたように、やむを得ないことだというふうに申し上
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げました。ですが、５の部分については、これだけの意見が出ていますので、特にこれを

前提としないで、今日出た意見を参考にしていただいて、改めて考え直していただく。当

然のことながら、毎月勤労統計もサンプルの入替えの仕方が変わっていくわけですから、

５のような書き方ですと、毎月勤労統計のサンプルの入替えの仕方が安定すればそういう

ことでも考えられるし、また、関根委員が言われているように、共通事業所の今後の動向

も長期でとったときにどうなるかということも考えないといけませんので、そういうこと

を踏まえて、また新たに推計を出していただきたい、こういうふうに考えている、そうい

うことです。特に、ルールの確認と、今回のことはやむを得ないということは認識してお

ります。 

○鈴木内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部企画調査課長 どうもありがとうござい

ます。そうしましたら、これについての統計委員会への御報告は、事務局と御相談させて

いただくということでよろしいでしょうか。 

○宮川部会長 はい。それはそのようにお願いいたします。 

 それでは、すみません、少し時間が長引いてしまいまして恐縮です。 

 次は、ＳＵＴ及びＱＥタスクフォース会合における審議状況について、座長から御説明

をお願いします。 

 まず、ＳＵＴタスクフォースから、中村座長にお願いしたいと思います。 

○中村部会長代理 それでは、９月26日に行われました第10回ＳＵＴタスクフォース会合

の審議状況を報告します。資料３－１及び参考１を御覧ください。 

 初めに、第Ⅲ期公的統計の整備に関する基本的な計画に基づき、基準年ＳＵＴ・産業連

関表の基本構成の大枠に向け、国民経済計算の精度向上に必要となる事項について、内閣

府から産業連関表作成府省庁に対し具体的な要望を提示することとされていることから、

当該要望につきまして内閣府から説明がなされました。 

 内閣府からは、まず基準年ＳＵＴの構造・推計方法に関する要望として、中間年ＳＵＴ

を基準年ＳＵＴとシームレスに設計できるように、基準年ＳＵＴの構造・推計方法を設計

してほしい。ＳＮＡとＳＵＴで概念・分類等を一致させること等であります。 

 生産物の産出先、行につきましては、できる限り産出先が単独となるようにしてほしい。 

 産業別の中間投入比率を安定的にするために、産業の分類を現在よりも詳細化し、また、

経年的に中間投入構造が安定するような分類としてほしい。 

 ２番目といたしまして、基準年ＳＵＴの基礎統計及び中間年ＳＵＴの基礎統計に対する

要望として、経済構造実態調査で把握されるサービス業の中間投入（費用）情報について、

基準年との接続を図ること。 

 品目別のマージンの動きを把握できるデータを入手すること。 

 主要な生産物について、企業向けと家計向けの販売割合が分かるデータを入手すること。 

 ３番目といたしまして、基準年ＳＵＴや中間年ＳＵＴの推計と基礎統計の連携体制に対

する要望といたしまして、基準年ＳＵＴ、中間年ＳＵＴの検討を通じて明らかになった課

題がある場合は、可能な限り、経済センサス－活動調査や経済構造実態調査をはじめとし

た主要な基礎統計の改善につなげていくこと等の具体的な要望が提示されました。 
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 審議におきましては、本要望のＳＵＴ検討における位置付けや、本要望に対し、どの時

点でどこがどのように対応できるのかといった点の確認、推計精度確認のためのチェック

システム構築の必要性、産業連関表と国民経済計算の概念上の違いに関する経緯等に関し、

指摘がなされました。 

 内閣府からの説明に対しては、タスクフォースとして現時点では特に異論はないと整理

いたしました。 

 次に、総務省から、ＳＵＴ・産業連関表の基本構成の大枠の決定に係る検討状況につい

て説明がなされました。 

 総務省からは、部門の基本的な考え方として、まず、2025年以降のＳＵＴの部門に関し

ましては、産業（列）について見直した日本標準産業分類を基本とし、行の生産物につき

ましては、財も含めた新しい生産物分類を基本とすること。 

 ２番目として、2020年ＳＵＴの部門に関しては、列の産業については、産業連関表の現

行Ｖ表を踏襲しつつ、サービスの生産物分類において細かくなったサービスに係る産業部

門の詳細化や、中間年との接続を踏まえた分割等を行う方向性と、これに対して現行の日

本標準産業分類を基本とする２つの方向性の２案が想定可能であるところ、現行Ｖ表の踏

襲を指向しているという報告がありました。 

 これは財分野の産業については、産業連関表を直接推計し、供給・使用表を推計する従

来と同様の方式であること。また、サービス分野の産業も、産業連関表のＶ表と日本標準

産業分類における産業分類が対応しており、事実上これらの違いはあまりないこと等の理

由による判断であります。 

 また、行の生産物につきましては、財分野は産業連関表の行の分類を踏襲し、サービス

分野は生産物分類を適用したいとの説明がなされました。 

 次に、ＳＵＴ及び産業連関表の推計は、供給表の粒度（経済センサス等）を前提とする

こと。公表に当たっては、投入側の把握などの限界を踏まえ、集約した公表も検討するこ

と。産業連関表については、分析ニーズ等を踏まえ、別途整理する等の説明がなされまし

た。 

 審議におきましては、データの精度をチェックする仕組みを構築することの重要性や、

記入者負担に配慮しつつも、中間年において一定の精度を確保するための基準年における

より詳細なデータの必要性等に関する指摘がなされました。これらの点については、次回

以降の会合においても引き続き議論を行うこととされました。 

 続きまして、経済産業省から、ＧＤＰ統計の主要な基礎統計であります工業統計調査の

実施状況について、実務に踏み込んだ具体的な説明がなされました。 

 審議におきましては、記入者負担の観点から、分類の細かさや調査票の工夫の必要性や、

短期間での劇的な精度改善は困難であることから、現状を所与としたＳＵＴ構築が現実的

である等の指摘がなされましたが、経済産業省からの説明に対しましては、タスクフォー

スとして、現時点では特に異論はないと整理いたしました。 

 最後に、建設・不動産、医療・介護、教育分野等の統計整備に係る検討状況について、

関係府省から報告がなされました。 
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 まず、建設分野の課題につきましては、国土交通省から進捗状況について説明がなされ

ましたが、国土交通省からの説明に対しては、タスクフォースとして現時点では特に異論

はないと整理いたしました。 

 次に、医療分野の課題について、前回のＳＵＴタスクフォース会合において、内閣府か

らの報告に関連して、延長推計と基準年推計のかい離について議論があったことを踏まえ、

総務省から、医療の中間投入比率の中間年に関する推計について、追加的な分析案がなさ

れまして、また内閣府からは、医療に関するフォローアップについて説明がなされました。 

 続いて、事務局から、医療及び介護分野のうち、2015年産業連関表に係る課題につきま

して、前回のＳＵＴタスクフォース会合で報告した方針に基づき、現在、厚生労働省にお

いて推計作業を実施中であり、その結果を次回以降のＳＵＴタスクフォース会合で報告す

るとの説明がなされました。 

 審議におきましては、追加分析案の検証方法の妥当性、名目ベースでやること、それか

ら接続表による分析を行うことの是非等、あるいはアクティビティではなく、産業別の医

療の中間投入比率の議論をすべきではないか等の指摘がなされました。本課題については、

次回以降のＳＵＴタスクフォース会合で引き続き検討されることとしています。 

 教育分野の課題について、事務局から、現在、文部科学省で調査を実施中であり、その

結果を次回以降のＳＵＴタスクフォース会合に報告する予定であるとの説明がなされまし

たが、タスクフォースとして、現時点では特に異論はないと整理いたしました。 

 以上です。 

○宮川部会長 どうもありがとうございます。 

 それでは、御質問、御意見ありましたら、よろしくお願いいたします。 

 よろしいでしょうか。 

 それでは、中村座長、座長を務めていただいて、いつもありがとうございます。私から、

もう一度確認の意味で述べておきたい点があります。先ほど、中村座長から御発言があり

ましたように、内閣府からは、公表レベルの部門数を現行ＩＯに比べて削減するとの関係

府省の意見や内閣府や統計委員会担当室の分析結果を踏まえて、ＳＵＴの部門数を生産物、

産業、おのおの200部門程度とすることが適切ではないかという要望がありました。これを

受けて、総務省産業連関担当を中心とするタスクフォースのチームが、基準年ＳＵＴ、産

業連関表の基本構成の大枠を検討して、基準年ＳＵＴの部門数を固めていくということに

なろうかと思います。ただ、先ほどもありましたように、移行過程ではＩＯとＳＵＴの関

係をどうするかというようなこともいろいろ議論されていますが、もう一度、タスクフォ

ースの使命を考えると、やはりＳＵＴというのが今回の統計改革推進会議といいますか、

統計改革が起きた一丁目一番地だったわけです。その点でもう一度、進捗状況について、

ある程度確認をしなくてはいけないなというふうに私自身が感じております。ＳＮＡの精

度向上のニーズに加えて、ＩＯにおける分析ニーズということも必要があるという形にな

ってはおりますけれども、今申し上げましたように、やはり統計改革の一丁目一番地がＳ

ＵＴである以上、こちらを推進していかないといけない。生産側ＧＤＰの精度向上を通し

て、ＧＤＰ全体の精度を高めるということが基本的には政府から要望されているというこ
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とを再度確認したいと思います。 

 議論になっていることは、部門数が増えていくと、投入調査をはじめとする統計調査に

大きな負荷がかかって、計数を報告する企業サイドに負担がかからないかどうかというこ

とが議論になりますし、それがかえって本来の目的である精度の向上と矛盾するようなこ

とも考えられる。そういう意味での適切な部門数ということが議論になっていくというふ

うに思います。 

 そこはもうずっとこの課題をやっているわけですけれども、部会長としては、この難し

い課題について、前向きに引き続き精力的に検討していただきたいと思いますし、それか

ら、先ほど御議論がありました西村委員長が強調されております５分野、建設・不動産、

医療・介護、教育分野等についても、より精度を高めるべく一次統計での工夫についても

御協力いただきたいと思います。なかなかタスクフォースで難しい部分については、この

部会でも議論をしていきたいというふうに思っております。 

 こうしたことも含めて、新たに確認も含めて、統計委員会ではＳＵＴの部会報告をして

いきたいというふうに思いますが、こういう整理でよろしいでしょうか。 

○宮川専門委員 すみません。 

○宮川部会長 はい。 

○宮川専門委員 今のお話を伺って、正にＳＵＴが一丁目一番地でＧＤＰの精度向上とい

うのは本当にそのとおりで重要なことですし、そういう中で、例えば今回のＳＵＴタスク

フォースの中では、生産物分類を取り入れて需要先を把握して、ＧＤＰの精度向上をしよ

うという話がある。 

 一方で、今お話しいただいた中で、記入者負担等々の関係から、一次統計のレベルでも

っと粗くしなければいけないということです。要するに、細かいものはとれないと。です

から、ＳＵＴの分類も粗くするという話とは少し矛盾するようなところがあると思うので

す。あくまでも私の認識では、ここでお話しされている部門数は、200×200というふうに

書いてあるのは、当然、公表レベルの話であって、精度向上という意味で生産物分類を取

り入れれば、当然、少なくとも生産物はもっと多いものになるでしょうし、そうしなけれ

ば需要先を確定するなどということはできないという意味で言うと、今後、もちろん部門

を検討するというところはあるのでしょうし、公表分類はどうなのかという話はあると思

うのですが、あくまでもここでのお話で決まったことは、公表分類としての200×200であ

るという認識でいるのですが、それはそのようなことでよろしいのでしょうか。 

○宮川部会長 決まったというか、ここで公表分類をして、それを宮川専門委員がおっし

ゃるように、どういう形で投入調査をやっていくかということは、もちろん改めて設計し

ていかなくてはいけないことではありますけれども、ただ、それをプラスどれぐらいでき

るかというのは、これも統計改革推進会議で記入者負担のところはかなり強調されている

ことでもありますので、そこは皆様と御議論しながら考えていくということです。 

 ただ、公表と調査のところが大きくかけ離れるかどうかということについては、その部

分について何に使うかとか、それから精度向上と、先ほど言った記入者負担との関係で、

どう考えるかということは、まだこれは議論していく必要があると思いますけれども、そ
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ろそろ調査設計とかも決めていかなくてはいけない時期になっていますねということだと

思います。それをいつまでも延ばしていくわけにはいかない。どこかで決断をしていかな

くてはいけないことになりますという。そういうことをもう一度、再確認をしているとい

うことです。 

○宮川専門委員 私自身は、例えば、必要ない部門であれば統合するとか、そのようなこ

とはもちろんすべきだと思いますし、逆に必要なところは細かくすればいいというふうな

認識ですけれども、例えば、ＳＵＴの公表部門と一次統計、経済センサスという意味で言

ったならば、やはりそこは例えば生産物分類を導入して、200ちょっとだけに調査するとい

うことはあり得ないことであって、やはり経済センサス調査ではかなり細かいものをとる

という前提で話は進められていると思いますし、おそらく内閣府でも、作業をする側、Ｇ

ＤＰ推計のベースとなるものが200×200だけだというような認識ではいらっしゃらないの

ではないかと私自身は思っておりまして、そのあたりのことを、こちらで話している話で、

200×200という話が直ちに一次統計にも関連するし、推計にも関連するというような話で

はないのではないかという認識でいるということなのですが。 

○宮川部会長 それは例えば、それより必ず詳しいと、詳細だということも前提にはなっ

ていないと思います。つまり、それは200×200、内閣府としてはこれぐらい、今、100部門

のところをより詳しく作ってくださいということですから、問題は、私の見解ですけれど

も、やはり精度を上げるために、回答率とかも高めるためにどれぐらいするかということ

もあるとは思いますし、それから、それより詳しいこともあり得るということではありま

すけれども、それが前提となっているというわけではない、そういう議論をした覚えはな

いと思います。 

○宮川専門委員 その100部門というのも公表レベルということで……。 

○宮川部会長 ええ。もちろんそれより詳しくやっているわけですから、おっしゃるとお

りです。 

○宮川専門委員 100部門だったものが200になるということでしょうけれども、実際はそ

うですね。 

○宮川部会長 はい。 

○宮川専門委員 そのあたりで、もちろん今おっしゃったことはそうなのかもしれないの

ですが、おそらく現実的に生産物が200より粗くなるという可能性はほぼないのではないか

という、作業ベースでです。 

○宮川部会長 はい。もちろんそれはそうです。 

○宮川専門委員 ということはあると思うので、何かそのあたりの仕分けというか、識別

は是非明確にしておいていただくと、うれしいなというふうに思います。 

○肥後総務省参与 経済センサスでは細かく生産物をとるという方向性は決まっているわ

けですから、供給表が細かく作れるということは、タスクフォースでも議論になりました

とおりだと思います。けれども、やはり使用表をどうするのかという、つまり、先ほど、

部会長は、投入調査のことを問題にされたわけでして、それは産業をどれだけ細かくする

かということ、使用表の内訳をどれぐらい細かくとれるかというのは、当時、総務省産業
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連関担当の植松調査官からも説明がありましたけれども、なかなか難しそうだ。あと、部

門を細かくするとなってくると、一部には、多分製造業ですけれども、財の原価構造をと

っていくという負担が起こるかもしれない。そうすると、新しいＳＵＴの枠組みでは、事

業所調査をベースにＳＵＴを作りましょうと考えているにもかかわらず、今と同じような

財ベースで投入構造をとっていくというのでは、製造業に対して、二重の負担もかかって

くるかもしれない。そう考えると、どこまで細かくとれるかどうかというのは、今後、Ｓ

ＵＴタスクフォースで丁寧に検討していく必要が多分あるのだと思います。そういう意味

で、まさに投入調査、使用表をどうするのか、投入調査の調査設計や実査の結果としてど

れぐらい細かいものが作れるのかというのが決まってくるのですが、そこは大分前に私か

らも説明させていただきましたけれども、製造業の事業所、企業の数が減っていく中で、

どこまでとれていくのかというのは、投入調査の記入誤差とか標本誤差の兼ね合いを考え

て部門数を設定して、最後には公表部門数をどのようにするかを決定する必要がある。た

だ、作成上の部門数を細かくするのに合わせて投入調査をすごく細かくやっていけばよい

ということではない、そうであるとすると、それは統計改革推進会議で報告者負担を抑制

しながらＳＮＡの精度向上を図ってほしいという御要望に必ずしも沿っていないというこ

とになるのではないかというふうに私としては考えているところです。 

○宮川部会長 肥後参与、どうもありがとうございます。 

 私の説明不足のところもありまして、それはお詫びいたします。 

○宮川専門委員 よろしいですか。今の投入調査の話、ＳＵＴタスクフォースで御説明い

ただいたとおりの話で、もちろん投入側が難しいということは確かで、そういう中でどう

していきますかというときに、例えば経済センサスで全て投入をとるなどということはと

ても、それこそ記入者負担の問題から難しいと。かといって、投入調査をやらないわけに

もいかなくて、では、投入調査を工夫してやりましょうというような話がＳＵＴタスクフ

ォースでお話があったと。これは今お話があったように、例えば事業所ベースでとること

は難しいので、財ベース、あるいは商品の生産物みたいなものでとっていこうとか、いろ

いろな工夫をしていくというところで何かできる限り詳細なものをとれる限りとっていこ

うと。もちろん難しいものは無理なのでしようがないというところは、もちろん私自身も

認識していますけれども、そういう意味では、投入調査でまさに重要なポイントが決まっ

てきてしまうので、これはタスクフォースの中でも申し上げたことですが、投入調査を是

非、サンプルサイズや費用等々の面でも厚いものにしていく必要があるのではないかとい

うようなお話をしましたが、今の話で全く異論があるわけではないのですが、あくまでも

そういう中でしっかりと投入側はとっていくということも必要だと。その中で、必要なら

ば、可能な限り詳細な部門にしていく、もちろんむだに何もかも細かくしろということを

言っているわけではないですが、そういうところだというふうに認識しております。 

 以上です。 

○宮川部会長 どうもありがとうございました。 

 それでは、私の今申し上げたこともありますけれども、今の宮川専門委員の御意見も踏

まえて、統計委員会で御報告していただくようなことにしたいと思います。 
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 よろしいでしょうか。 

 どうもありがとうございます。 

 それでは、続きまして、ＱＥタスクフォースから御報告をお願いいたします。 

 山澤座長、お願いいたします。 

○山澤臨時委員 10月11日に行われた第２回ＱＥタスクフォース会合の審議状況を報告し

ます。資料３－２、参考２を適宜御覧ください。 

 初めに、ＱＥの推計精度の確保・向上に関する工程表への対応についてに掲げられた課

題のうち、2018年度から検討を開始している実施事項への対応状況について、内閣府から

項目ごとの検討方法、検討結果について説明がなされました。また、「タスクフォースとし

て了」としたものについては、2018年７－９月期第二次ＱＥより実装予定としています。 

 まず、（１）（２）推計品目の分割・詳細化、基礎統計のシームレスな利用の検討につい

て審議しました。今回は、サービス分野、具体的には、飲食サービス、自動車整備・機械

修理、ソフトウエア業（除く受注ソフト等）などに絞って検討がなされました。 

 原理的には、①から③のいずれでも改善が見込まれることから、今回の検討品目に関し

ては、分割・詳細化及び基礎統計のシームレスな利用を実施することで、タスクフォース

として了としました。 

 次に、（３）共通推計品目の拡充について審議しました。ＱＥ推計においては、需要側情

報と供給側情報を統合することによる並行推計項目について、供給側情報のみから推計を

するように推計方法を変更し、ＱＥと年次推計との改定差の縮小を図るものです。今回は、

事前に改善が見込まれたサービスに関する推計品目の一部（16項目）について検討がなさ

れました。 

 これらについては、共通推計項目化により、総じて精度が向上する傾向が見られました。

こうした点も踏まえ、16項目については、共通推計項目化を実施する旨、報告がなされま

した。 

 委員等からは、追加的な検証の要望が寄せられましたが、16項目の共通推計項目自体に

ついてはタスクフォースとして了としました。 

 また、その場で回答が得られなかった要望に関しては、内閣府において引き続き検討と

整理しました。 

 続いて、（４）国内家計最終消費支出における統合比率の再推計について審議しました。 

 再推計を行う際には、2017年末に実施したものと同様の枠組みを適用する。結果につい

ては、今後、2018年７－９月期２次ＱＥ公表までにホームページなどでアナウンス予定と

の説明がなされました。 

 委員等からは、昨年度からの経緯を踏まえ、再推計した新統合比率については実装に先

立ち、ＱＥタスクフォース会合で審議すべき。その際、再推計の結果に加え、パラメータ

ーの安定性、有意性の確保等に関する情報提供を要望との意見があり、タスクフォースに

おいて、改めて審議することとしました。 

 具体的に積み残しになった論点に関しては、後ほど紹介しますが、資料３－３、第２回

ＱＥタスクフォースで積み残しとなった論点を参照してください。 
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 最後に、（５）在庫変動の推計方法の精査について審議しました。１次ＱＥから２次ＱＥ

への改定幅縮小に向けて、２つの手法を検証したものです。 

 第１は、石油統計が１次ＱＥ段階から利用可能であるため、新たにこれを用いる手法で

す。もっとも改定差縮小への寄与は限定的であったことから、作業負担等も含め、総合的

に勘案し、石油統計を用いることは見送るとの説明がありました。 

 第２は、原材料在庫と仕掛品在庫について、現在のＡＲＩＭＡ予測に代わる仮定として、

前期の前年同期差と当期の前年同期差が等しくなるように当期の値を計上するという手法

です。こちらは、予測誤差は現行手法に比して拡大するため採用しないとの説明がなされ

ました。 

 委員等からは、幾つか追加的な要望が寄せられ、これに対して内閣府からは、在庫変動

の推計については、２次ＱＥでの基礎統計の利用方法など、推計方法全般を改めて精査し、

改善の余地があるかどうか引き続き検討と回答しました。 

 タスクフォースとして、この方針を支持と整理しました。 

 次に、関根委員より提出されたデータ提供に関する新規の要望に係る可否について審議

しました。 

 関根委員からの要望に対する内閣府の回答は、資料３－２、３ページのとおりです。 

 ごくかいつまんで御紹介しますと、関根委員は、国民経済計算体系的整備部会では、ユ

ーザーがそのニーズに合った統合比率を計算できる環境を整えることを要請していたと指

摘した上で、現在、内閣府から提供されているデータだけでは、そうした計算は困難であ

るため、それが可能となるように基礎データの情報提供をお願いしたいと要望されました。

これはいわゆるリアルタイムデータの提供を要望したものです。 

 これに対して内閣府は、内閣府自身の推計においてはそうしたデータの多くを作成利用

していないことを指摘した上で、それらを準備するためには相当な作業負担を伴うため、

一部を除いて実務上、対応ができないと回答しました。 

 また、データ提供時期に関しても、関根委員が、2015年までの推計値を統合比率の確定

後速やかに、10～11月ごろに提供することを求めたのに対し、内閣府は、各ＱＥ公表後、

５営業日後をめどにホームページに掲載。なお、７－９月期２次ＱＥの際は、年次推計の

公表作業と重なることから提供が遅れる可能性もあると回答しました。 

 このように、これまでの部会における整理や今回要望データの必要性、新たなデータ作

成に係る作業負担の大きさなどをめぐって、関根委員と内閣府との意見は隔たりが大きく、

タスクフォースとしての結論を得るには至りませんでした。 

 なお、この関連で民間企業設備に係る統合比率の検証の必要性を指摘する意見がありま

した。そのため、関根委員から、新規のデータ提供依頼については、座長である私が一旦

引き取ることとし、本日の部会において、ＱＥタスクフォースの議論を報告するに際して、

本件の進め方も含めて、部会において整理することとなりました。 

 積み残しとなった論点及び今後の進め方を整理したものが、資料３－３、第２回ＱＥタ

スクフォースで積み残しとなった論点です。先ほどの論点と合わせて、来月11月21日に、

第３回ＱＥタスクフォースを開催し、審議する予定です。 
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 １以下において課題を列挙しておりますので、これを参照していただき、何かお気付き

の点がありましたら、本日、この場で御意見を賜れば幸いです。御指摘を踏まえて、タス

クフォースにおいてしっかり審議したいと考えております。 

 私からの報告は以上です。 

○宮川部会長 どうもありがとうございます。 

 山澤座長からは、来月、第３回ＱＥタスクフォースを開催して、第２回ＱＥタスクフォ

ースで積み残しとなった事項を改めて審議するという御報告がありました。 

 それら積み残し案件、資料３－３に出ておりますけれども、それも含めて、御質問、御

意見等ありましたら、お願いいたします。 

 関根委員、どうぞ。 

○関根委員 私からは、繰り返しということになりますが、データの提供につきまして、

先般のＱＥタスクフォースで明らかになりましたことは、私からの要望、要望１、要望２

に分けていますが、内閣府として対応する予定にはない、すなわちゼロ回答ということか

と思います。 

 私としましては、３月の統計委員会での整理に従いまして、ユーザーがそのニーズに合

った統合比率の計算ができるようにデータ提供をいただくことを、本席をもちまして、ま

た重ねてお願い申し上げたいと思います。 

○宮川部会長 どうもありがとうございます。 

 内閣府、どうぞ。 

○長谷川内閣府経済社会総合研究所総括政策研究官 山澤座長から御説明がありました、

今の資料３－３の（２）の提供時期について、少しだけ具体的に補足させていただきたい

と思います。 

 （２）の提供時期の点で、ここで論点になっているデータですが、７－９月期２次ＱＥ

から実装いたします共通推計項目拡充後の国内家計最終消費支出の統合比率を再推計する

ために用います2015年までのデータとなります。 

 次に、＊印２つで記載されております注記ですが、これは６月のＱＥタスクフォースに

提出して、７月の部会で合意書をいただきました方針として、各ＱＥ公表後、５営業日後

をめどにホームページに掲載。なお、７－９月期２次ＱＥの際は、年次推計の公表作業と

重なることから、提供が遅れる可能性もあるという方針に沿って対応させていただく趣旨

です。 

 先日、タスクフォースに私どもから提供いたしました資料では、速やかな年内公表を前

向きに検討と説明しておりましたけれども、その後の検討を進めまして、関根委員から新

たに御要望のありましたデータのうち、対応できるものにつきましては、３月の部会長取

りまとめで示された方向性に沿って対応させていただきたいと思っております。 

 なお、３月の部会長取りまとめで具体的に御要望いただきましたデータについては、既

に対応済みということを申し添えさせていただきます。 

 以上です。 

○宮川部会長 どうもありがとうございます。 
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 ただ、今、少し早口で言われたので、フォローアップができなかったのですけれども、

多分、皆様、聞いておられる方は、関根委員が公表された部分をゼロ回答だったという部

分と、それから、内閣府で、では対応させていただきますという部分があって、何と何が

食い違っているかについて、もう少し内閣府から御説明いただけますか。 

○長谷川内閣府経済社会総合研究所総括政策研究官 １つ１つ説明するとあれですが、な

かなか、この前もタスクフォースで申し上げましたように、現在、ＱＥの作成作業、ある

いは公表において、そのプロセスの中で作っていないもの、それについての対応というの

は、リソース上、非常に困難だということです。それに対して何ができるかといったとこ

ろは、今後、タスクフォースで、11月にありますので、それに向けて可能な限り、私ども

も頭を絞って、対応できるものは対応ができないか、そこは検討していきたいということ

です。 

○宮川部会長 ほかに御意見ありますか。 

 少しまだ分からないのですけれども、資料３－２にある要望１の部分と、要望２の部分、

これが関根委員からの要望された部分ですけれども、具体的には、本年12月10日の７－９

月の２次ＱＥ公表後、そうした計算が可能となるような基礎データの情報提供は対応でき

るということですか。具体的には、各年の年次推計値の推計過程で用いられる各推計値の

第４四半期値を起点に、ＱＥと同様の方向で延長推計した翌年以降の各推計値を国内家計

消費支出と民間企業設備として、1995年Ｑ１と2017年Ｑ４の期間、情報提供をいただきた

いということだったのですが、タスクフォースでは、これ、２分割にされていて、どちら

かがこれは計算が難しくて、どちらまではできるということ、ある程度はできると、こう

いうことだったと思うのですが、そこをやはりきちんと部会では明らかにしておいていた

だいた方がいいと思うのですけれども。 

○長谷川内閣府経済社会総合研究所総括政策研究官 2015年まではできるということです。

2016年以降は、全く新しい作業になりますので、そこは少し、今、物理的に……。 

○宮川部会長 2015年Ｑ４は、公表というのは……。 

○長谷川内閣府経済社会総合研究所総括政策研究官 はい、します。 

○宮川部会長 各ＱＥ公表後の５営業日後をめどにホームページに掲載していますけれど

も、７－９月のＱＥの際には、年内を目指してやる、こういうことですか。 

○長谷川内閣府経済社会総合研究所総括政策研究官 御指摘のとおりです。 

○宮川部会長 問題は、2016のＱ１から2017のＱ４までについては、データを利用してい

ないか、お作りになっていないかということだということですね。 

○吉野総務省統計委員会担当室政策企画調査官 部会長、よろしいでしょうか。 

○宮川部会長 はい。 

○吉野総務省統計委員会担当室政策企画調査官 皆様に分かりやすいように、参考２とい

う資料がありますので……。 

○宮川部会長 参考２、ありますね。 

○吉野総務省統計委員会担当室政策企画調査官 その11ページを御覧いただけますでしょ

うか。事務局から整理して申し上げます。 
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 参考２の11ページに、カラーの図表、エクセルの表を張り付けているものがあります。

これ、上段は国内家計最終消費支出に係るものです。現在、内閣府から御提供いただける

と伺っておりますのは、こちらの上段、（１）の表の並行推計項目といわれる需要側推計値

と供給側推計値の２項目を2015年第４四半期までというふうに聞いております。 

 逆に言いますと、2015年の第４四半期まで、いわゆる赤色の部分ですが、共通推計項目

については御提供いただけないというふうに御回答いただいています。 

○宮川部会長 赤の部分でも共通推計項目はできない。 

○吉野総務省統計委員会担当室政策企画調査官 できないと御回答いただいています。 

 ですので、関根委員からの御要望は、この赤と黄色と緑、この３つになっているのです

が、それぞれ性格が違うので色分けしていますが、内閣府から御提供いただけるとお約束

いただけているのは、赤のうちの上２つを2015年までということです。 

 事務局からは以上です。 

○関根委員 補足として。 

○宮川部会長 はい、どうぞ。 

○関根委員 ユーザーのニーズというのは、景気判断を行ううえで一番我々にとって適当

な形の統合比率を計算したいということです。 

 そう考えますと、2015年までのデータというのは、内閣府が自分たちも使うから、それ

は公表するということですけれども、景気判断は、やはり2015年まで一生懸命頑張っても、

あまり意味がないことですので、私としては、やはり足元のところ、この黄色の部分のデ

ータがないというのは、言ってみれば、ユーザーニーズを全く満たさないということと等

しいということかと思います。 

 そういうこともありまして、私は、先ほど、ゼロ回答という言葉を申し上げた次第です。 

○宮川部会長 ほかに御意見等ありませんでしょうか。 

 はい、どうぞ。 

○北村委員 これ、内閣府で黄色の部分はなかなか時間がかかるということですけれども、

前になる素材みたいなものを提供するということはできないのですか。もう少し粗いもの

でいいからとか、そういう。人的資源が足りないのであれば日本銀行でやってもらうとか、

そういう。材料が、例えばニンジンがあっても、カットしたものは、きれいなものを見る

のか、それとも素材で見る、何かそういうことはできないのですか。 

○長谷川内閣府経済社会総合研究所総括政策研究官 なかなか、そうですね、どの程度の

精度を求めるかとか、近似的なものを求めていくかということもあろうかと思うのですけ

れども、基本的には、改めてＱＥを推計せざるを得ないということに、そのぐらいのプロ

セスが必要だということになるかと思いますので、そのあたりが提供できるものは、今の

ところ、正直言って本当に思い付かないところであります。 

○宮川部会長 ほかに御意見……。 

 山澤座長、どうぞ。 

○山澤臨時委員 黄色の部分がやはり問題だと思うのですが、ここを完璧に再現するのは

確かに難しいとは思います。日本銀行でやってもらうかどうかは別として、あまり作業が
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かからないようなデータの提供とか、代替的な推計とか、多少なりともユーザーニーズを

満たすような形で、何らかの提供をしていただくのがいいのではないかと思うのですが、

いかがでしょうか。 

○宮川部会長 どうぞ。 

○長谷川内閣府経済社会総合研究所総括政策研究官 よろしいですか。 

○宮川部会長 はい。 

○長谷川内閣府経済社会総合研究所総括政策研究官 なかなか難しいなと思いますけれど

も、何か提供できるか、代替的なものでも何かできるかというのは、少し知恵を絞るとい

いますか、ない知恵ですけれども、少し検討してみたいなと思います。 

○宮川部会長 ほかに何か御意見……。 

 西郷委員、どうぞ。 

○西郷委員 一般論みたいな形になってしまうと思うのですけれども、日本の統計システ

ムは分権的と言われていて、なかなかデータの共有とかというのが、府省の壁を超えてや

りにくい。現に、ＳＮＡや何かは、公表されている資料を基にして作るというのが基本に

なっていて、内部データを使って、外には公表していないデータだけれども、それを使っ

てＳＮＡを作るということはあまり積極的にはやられていないように思うのです。 

 先ほどの話で、毎月勤労統計に関しては厚生労働省からデータの提供があって、それと、

公表されているデータとで試算してみた結果を照合して、これだったら公表されているデ

ータでやってもいいかというような検証があって、それで先ほどの雇用者報酬についても

御説明があったと思うのですけれども、そういう外には提供していないのだけれども、統

計部局の中でデータのやりとりをして、それで統計を作る、あるいはそれを検証するとい

うようなことは、もっと積極的に行われてもいいのではないかというふうに個人的には

前々から思っています。おそらく分権型のシステムではなくて、例えばカナダとかオース

トラリアとか、集権的な統計システムをとっているところだと、日常茶飯事にそういうこ

とをやっているのではないかと思います。もちろん非常に精密なものを作るためには、今

やっていることの作業量が倍になってしまうということだと、とてもそれはできないとい

うことにはなると思いますけれども、先ほど御回答があったように、何ができるのかとい

うことを考えていただいて、完全な形でデータの提供ができなかったとしても、これで何

とかならないかというような交渉というか、そういう統計作成部局の中でのデータのやり

とりは、今までよりもあっていいのではないかなというふうには思います。 

 以上、感想みたいなものですけれども。 

○宮川部会長 どうもありがとうございました。 

 内閣府、何か御意見ありますか。 

○長谷川内閣府経済社会総合研究所総括政策研究官 西郷委員、ありがとうございます。 

 私どもも、今、関係省庁との間で法制度に基づいた形でデータのやりとりは、前にも増

してやらせていただいていると思っています。 

 一方で、結構、民間企業と申しますか、いろいろなところから、実はデータをいただい

てやっているところもありますので、そことのバランスも踏まえて、どういうような情報
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提供ができるかとか、用意できるかということも考える必要があると思います。西郷委員

がおっしゃるとおりだと思っています。 

○宮川部会長 まさに西郷委員がおっしゃっていただいたとおりで、２年前の12月に政府

で統計改革を、制度を改革するというときから、いろいろな議論が出てきて、分権的な部

分というものを修正していかなくてはいけない。それが１つは内閣府もやっておられると

思いますが、行政情報の活用とか、そうしたこと。それから、そもそも各府省に統計の担

当の方を置いて、情報を交換するということも制度として行われているわけですから、過

去こうだったという議論は、もう成り立たないというふうに考えるべきだと思いますし、

そういうルートがもし詰まってしまうとか、行き詰まってしまうということであれば、そ

れは統計委員会なり、そういうところで議題にしなくてはいけない問題になるわけですね。

まさにＥＢＰＭというか、統計制度を挙げて、それをうまく政策に活用するということが

統計改革推進会議の基本で、そのために制度改革もやっているわけですから、そういうた

めの統計情報を、何が必要で、何が足りないかというようなことは、この制度が始まった

ときから、従来とは変わっているという認識のはずだと思います。その点はまさに西郷委

員がおっしゃるとおりではないかと私は思っています。 

 ほかに何か、皆様、ありますでしょうか。 

 よろしいでしょうか。 

 それでは、私は、まだ懸案事項は残っていますが、次のようにまとめさせていただきた

いというふうに思います。 

 まず、内閣府のＱＥの精度向上の確保、向上に関する課題の対応、山澤座長が最初にお

っしゃったことについては、またＱＥのタスクフォースにおいて御検討、特に細かい御意

見はなかったので、もしありましたら、また改めて御審議いただくというようなことにさ

せていただきたいと思います。 

 それから、国内家計最終消費支出における統合比率の再推計ですが、現時点では内閣府

の手法のみが提示されたという形になっております。これも昨年来の経緯を踏まえますと、

やはり委員の方々から御意見もあろうかと思います。また、先ほども私が言いましたよう

に、内閣府のとられている手法がそのまま、よほど緊急の事態でもない限り、そのままい

くということではなくて、委員の知見を得て公表されるということから考えれば、11月21

日に開催されるＱＥタスクフォース会合において、推計結果について有意水準などの統計

量、需要側推計値及び供給側推計値の推移やその背景を含めて、しっかりと情報提供を受

けて審議するというふうにしていきたいというふうに考えます。 

 それから、関根委員からのデータ提供に関する新旧の要望につきましては、山澤座長の

論点メモ、それからここでの議論にもありますように、委員と内閣府との間で認識、それ

から意見にまだ隔たりがあるように思います。この点につきましては、改めて関根委員か

らも御意見がありましたし、北村委員、西郷委員、それから山澤座長からも御意見やサジ

ェスチョンをいただいております。そう考えますと、関根委員の御要望について、つまり、

データの要望については、改めて今年の３月に本部会で皆様で合意した内容を確認して、

その範囲だろうというふうに考えたいと思っております。私自身としては、以下のように
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整理させていただければと思います。 

 まず、私もＱＥタスクフォースで強調しましたように、関根委員の御要望は、３月の国

民経済計算体系的整備部会で合意した内容に基づいている。それは新たな委員の方もいら

っしゃるので、もう一度概略を繰り返したいのですけれども、昨年来、ＱＥの統合比率に

ついて、いろいろと議論を重ねてまいりました。その中でまだ望ましいＱＥ、精度の高い

ＱＥ、それからいろいろなＱＥの形があるということは認識されましたし、内閣府は、現

在、会計的整合性を保つＱＥを出しているのだということは委員の中で合意をされました。

ただ、ＱＥを景気指標というふうに考えるときに、景気指標の考え方としては、経済取引

という以上にＱＥを景気指標というふうに考える場合には、より統計的な観点から精度の

高い景気指標の作成の仕方があるだろう。それについてはむしろ内閣府が持たれている情

報を、委員の知見を踏まえて、できる限り提供するということが、この部会、３月におい

ての部会で合意されたことであります。 

 そういう今申し上げことからすると、関根委員の要望に関しては、基本的には、よりよ

い景気指標を作りたいという立場から、詳細なデータを考えられているということで、こ

れはまた内閣府が作っているか作っていないかということとは別問題であると考えます。 

 もちろん先ほど、内閣府がおっしゃったように、既存で作ることが非常に難しく、そし

てまた、作るのにいろいろ、内閣府としての立場からは精度を高めるのに非常に時間がか

かるということがある場合には、先ほど、やはり委員からのサジェスチョンもありました

ように、どういう形であれば委員から要望があったデータが提供できるのかということを

もう少し具体的に述べていただく必要があろうかと思います。 

 既に、先ほども言いましたけれども、関根委員の御要望の場合は、わりと手前、手前の

段階で御要望されていますので、内閣府も、速やかに対応をとっていただいて、11月21日

のＱＥタスクフォース会合においては、きちんと委員間と、それから内閣府の間で合意が

できる、つまり、11月21日の段階では、ある程度、統合比率についても、望ましさについ

ても議論しなくてはいけないので、そういうデータのあり方についてもしっかり合意がで

きるように、会合に先立って、山澤座長が座長取りまとめなので、山澤座長に具体的な提

供の考え方の提示をお願いしたいということです。その際には、提供時期もユーザーにと

っては非常に重要なことですので、データ提供の期限の明示もお願いしたいというふうに

思います。 

 私が強調しましたように、これは３月の部会での合意事項です。これについて、もし委

員が違うというふうにおっしゃれば別ですけれども、委員の方で合意があって、それが今

申し上げたことが守られないということになると、もう一度、昨年の10月に戻って、望ま

しい景気指標またはＱＥのあり方は一体何なのだろうかということを議論せざるを得なく

なってしまうというふうに思っております。それはいわゆる統計のあり方にとっても、現

時点では望ましいことではありませんけれども、西村委員長もこの問題について非常に強

い関心をお持ちですので、私がそうせざるを得ないというふうに判断した場合については、

西村委員長についても、こうしたことをお考えになる可能性もあると思います。したがっ

て、こうした点について、やはり委員の皆様方の合意の状況に沿って、内閣府できちんと
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対応していただきたい、こういうふうに思っております。 

 私の３月合意についての考え方、それから、それに沿った関根委員のデータ提供と、そ

れから、内閣府へのお願いのことについて、今、整理をしたわけですけれども、何か委員

の方々で、内閣府はいろいろ御意見があると思いますが、委員の方々にも御意見があると

思います。もしそういうまとめ方だとということがあれば、申し上げていただきたいと思

います。 

○北村委員 今の宮川部会長の要約で、私、それをサポートしますけれども、３月の合意

を見直さなくてはいけないというところまでいかないように対応していただきたいという

のが切に願っていることなので、できること、できないことあると思うのですけれども、

できる限り情報提供していただきたい、速やかにしていただきたいというのが私からの意

見です。 

○宮川部会長 ほかにありますでしょうか。 

 それでは、内閣府、お願いします。 

○長谷川内閣府経済社会総合研究所総括政策研究官 ありがとうございます。今の部会長

のお話、よく理解できました。引き続き、先ほど申し上げましたように、ない知恵を絞っ

て、何ができるかというのは検討してまいりたいというように思っています。 

 一方、３月の時点で合意ということでありましたので、ですので、まさかと言ったらあ

れですけれども、いろいろな現状の予見ができたと私は必ずしも思っていませんので、結

局、関根委員から新たな御要望が出たりしたものがありますので、完全に予見してあれが

合意できたというふうには、私どもはなかなか考えづらいなと思っていますけれども、た

だ、御指摘もありましたので、可能な限り、できるところは、我々として、何とか知恵を

絞って検討していきたいというように申し上げたいと思います。 

○宮川部会長 これについて、やはり私ども、このまま守れば、基本的に認識していただ

きたいのは、内閣府が統計委員会として、ＱＥとして、会計的整合性とか、先ほどおっし

ゃったような当面の経済取引をベースとしたＱＥのことについては、特に改めてそ上に乗

せることはない。それは北村委員も今おっしゃったということです。そこもよく踏まえた

上で対応をしていただきたいということだと思います。 

 その点、事務的なこととしては、内閣府から、今、考えたいと長谷川総括政策研究官が

おっしゃったことについて、山澤座長にしかるべく前向きな案をきちんと出していただい

て、山澤座長、それから統計委員会担当室で検討できるような時間的な余裕を持ってやっ

ていただきたいということです。 

 ありがとうございます。 

 それでは、今のようにまとめさせていただきたいというふうに思います。 

 事務局から、日程等の連絡をお願いいたします。 

○吉野総務省統計委員会担当室政策企画調査官 第３回ＱＥタスクフォースにつきまして

は、現在、11月21日午前に開催する方向で調整を進めております。会場など詳細が決まり

次第、構成員の皆様に改めて御連絡いたします。 

○宮川部会長 あと、その他の部分が残っているのですね。これはどこが……。失礼しま
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した。少し時間が押していまして申し訳ありません。 

 次に、その他の議題ですが、今回は事務局及び関係府省から報告を受けたいと思います。

基本計画におきましては、国民経済計算の改定状況の検証及び一次統計の活用方法の改善

余地に関する検討が課題として掲げられておりますが、これについては６月29日の第123

回統計委員会において、西村統計委員長より、「ＱＥ及び年次推計の精度向上に向けた一次

統計の「シームレス化」の取組強化・加速」が発議されたことを受け、前回の部会におい

て、今後の進め方の方針を取りまとめたものです。 

 今回、この課題について、その後の検討状況を事務局及び関係府省から報告を受けたい

と思います。それでは、よろしくお願いいたします。 

○吉野総務省統計委員会担当室政策企画調査官 それでは、資料４－１を御覧ください。 

 １ページおめくりいただきまして、ページ番号２ですが、検証の経緯を整理しています。 

 ただ今、部会長から御紹介がありましたとおり、平成30年６月29日の統計委員会におい

て、西村委員長より、「国民経済計算のＱＥ及び年次推計の精度向上に向けた一次統計の

「シームレス化」の取組強化・加速」について、以下のような御発言があったというとこ

ろです。時間の関係上、御発言の御紹介は省略いたします。 

 それを受けまして、３ページですが、検証の経緯ということで、中段です、現在までの

取組状況、国民経済計算の財、サービスではなくて財の部分に関して、第一次年次推計か

ら第二次年次推計への改定状況を踏まえた暫定的な検証を既に実施しています。 

 その結論を踏まえて、経済産業省と統計委員会担当室において、それぞれ関係の深い品

目等について改善策を検討したという経緯です。 

 ページ番号４ですが、もともと本件は基本計画に明記されているものですが、それを加

速するということで、来年３月あるいは４月に一定の報告ができるように準備を進めてい

るところです。その整理しましたものが前回の部会資料です。 

 ５ページを御覧いただきますと、先ほど申し上げた現在の検討状況を絵の形で整理した

ものですが、繰り返しになりますが、下の青いところ、①改定差の要因検証ということで、

こちらについては、暫定的な改定差の状況を内閣府により分析いただいております。 

 それを踏まえまして、なぜそのような要因が生じているのかといったことについて、経

済産業省と統計委員会担当室において分析をしたということです。 

 私に続きまして、内閣府から改定差の大きな品目の御紹介があり、それを踏まえて次に

資料４－２においてそれらの御紹介があり、資料４－３、資料４－４で経済産業省と担当

室からそのような御説明があります。 

 今後の方向性ですが、改定差の要因検証を正式に詰めまして、まずは既存の統計の活用、

工夫でどのようなことができるかということを検討してまいりたいと考えております。そ

れでも具体的な対応が難しいということになりますと、今後の課題としては、新しい統計

の整備といったものも視野に考えていかなければいけないのか、これが一番左側、薄い青

色になりますが、今後の課題として整理してあるところです。 

 私からの報告は以上です。 

○鈴木内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部企画調査課長 そうしましたら、内閣府
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から続けて説明をいたします。資料４－２です。第一次年次推計から第二次年次推計への

改定状況分析の進捗状況です。 

 今、統計委員会担当室から御説明ありましたように、資料４－１の４ページのスケジュ

ールに沿って対応を進めているところです。これによりますと、８月に内閣府より暫定的

な分析結果の提示というふうになっていますので、今回、内閣府では、この工程表に沿っ

て、平成23年基準の計数で比較可能なもので、現在、我々が持っているデータ、これは2012

年、2013年の暫定推計値、それから2015年の実際の年次推計で使ったデータについて、第

一次年次推計から第二次年次推計への改定状況について、暫定的な分析を行いました。 

 具体的には、財の分野の推計品目について、家計消費、それから総固定資本形成におけ

る改定差の分析を行いました。この暫定分析の結果、改定が大きいと思われる主な品目を

以下のとおり掲げています。 

 家計消費については、一部の食料品や家電類、総固定資本形成については、造船や各種

機械類が改定差に大きく寄与していることが分かったということです。 

 今回の分析はあくまで暫定的なものでして、またきちんとしたものを工程表に沿って３

月をめどにお示ししたいというふうに考えているところです。こちらの暫定分析の結果を

総務省、それから経済産業省とも共有して取り組んでいる、こういう状況です。 

 以上です。 

○宮川部会長 次は、経済産業省。 

○上野経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室室長 それでは、資料４－

３について、経済産業省から説明いたします。 

 このペーパーは、工業統計と、生産動態統計の両統計の目的であるとか性格から来る差

異について、先ほど内閣府から提示がありました主な品目について、それらの差異が発生

する要因を４つの類型について説明したものです。 

 １つ目が、御存じのとおり、工業統計は主業に産業分類格付けしているということ。そ

れから、生産動態統計は、生産品目に着目して類似する品目群での調査、いわゆるアクテ

ィビティ調査ですけれども、主業ではなくとも当該品目の製造をしていれば調査するとい

うことなので、そのようなところから、格付けの問題、捉え方の問題で差異が出てくると

いうことです。参考で次のページに例示がありまして、エアコンについて、両調査はこう

いう捉え方をしていますと解説しています。生産動態統計調査は、縦軸で、エアコンをエ

ンジンで駆動するものと電気駆動に分け、更に電気駆動方式はセパレート型、パッケージ

型といった形式、更には能力別に品目を分割しております。一方、工業統計調査では横軸

となり、家庭用と業務用とに分かれていますが、家庭用が「民生用電気機械」、それから業

務用が「はん用機械」と日本標準産業分類の中分類が異なり、エンジン駆動については「金

属製品工業」となるなど、産業分類上では別の産業になるため、今後、内閣府がどういう

使い方をして第１次年次推計を行っているかということもご教示いただきながら検討して

いくということになるかと思います。 

 ２つ目が、提示された品目のほとんどで該当するとは思っているのですけれども、工業

統計調査では、部分品であるとか付属品、他に分類されないその他の製品も調査対象にし
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ていますが、生産動態統計調査は、基本的に特定の完成品のみを対象としているというこ

とで、そこの部分が抜け落ちる可能性がかなりあるということです。 

 それから３つ目が、受入商品の関係です。換言すれば、受委託の関係、あるいはＯＥＭ

の関係です。工業統計調査は自工場で製造したもの、あるいは原材料を支給して製造させ

たものについては計上しています。しかし、生産動態統計調査については、自工場以外で

製造した受け入れ製品も出荷額で計上しています。つまり、国内外から受け入れたものを

出荷で計上しているということがあって、出荷では工業統計調査よりも額が大きくなると

いうくせがあるということです。逆に、発注元が製造業以外である場合、工業統計には加

工賃しか報告されませんが、生産動態統計調査では原材料も価額も含めて生産に計上され

てきます。 

 ４つ目は、事業所の対象範囲ということで、工業統計調査は、５年に一度、「経済センサ

ス‐活動調査」として、全数調査をやっているということと、中間年は従業者数４人以上

が調査の対象になる調査ですが、生産動態統計は、品目によって異なりますが、従業者数

が100人あるいは50人以上でないと調査対象とならない、いわゆる「裾切り調査」をしてい

るというところから来る差異があります。 

 いずれにしても、中身については、今後、内閣府と情報を共有しながら詳細な対応関係

を整理し、推計精度の向上に向けて詰めていくという作業になっていくかと思います。 

 以上です。 

○宮川部会長 どうもありがとう。あとは、肥後参与。 

○肥後総務省参与 引き続きまして、統計委員会担当室から、資料４－４に沿いまして、

経済産業省が担当する以外の食料品と鋼船の検証結果を御報告させていただきます。資料

４－４の２ページ目を御覧ください。 

 これら品目の生産的な特徴をまず申し上げますと、この中には清涼飲料水、そう菜・す

し・弁当、菓子類、パン類、肉加工品、冷凍魚介類と食料品が中心です。下の表で数字を

いろいろ挙げておりますけれども、黄色を御覧いただければと思うのですが、これは基準

年の産業連関表の生産額が記載しておりますけれども、製造業以外、製造小売とか、ある

いは農業経営体とか、そういうところで生産されている比率が結構あるということで、２

割ぐらいはあるということですから、そもそも工業統計のみでは生産活動はフルにカバー

できるわけではないというのが１つ推計の難しさの点です。 

 続きまして３ページ目です。この続きでして、今度は緑ですが、緑につきましても、産

業連関表の推計上、製造小売と明示的に分かれてはいないわけですけれども、工業統計の

数字と基準年の産業連関表の数字を見ますと、やはりカバレッジは緑のところも８割程度

しかないということです。 

 この理由はこれから詳細に分析しなければいけないと考えているのですが、今のところ

得られた情報から分かっていることを申し上げますと、１つは、先ほど、経済産業省から

説明がありましたけれども、やはり委託、受委託生産はなかなか難しいところがありまし

て、その分が工業統計には計上されない可能性がある。清涼飲料水はいわゆるプライベー

トブランドという形で小売業から委託されている可能性が結構あるということです。 
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 ２番目は、やや似ておりますけれども、製造業以外による製造が行われている。例えば、

冷凍魚介類ですと、漁業をやっておられる事業者、あるいは卸小売業をやっている事業者

が冷蔵庫を持って冷凍魚介類を持っているということがありますので、その結果として工

業統計ではカバーされない可能性があるということです。 

 また、一部では、中間年の工業統計と経済センサス－活動調査の基準年との間で出荷額

（対象事業所数）に一部段差があるということです。 

 これらの中では、鋼船だけが結構すっきりしていて、製造業の生産シェアはほぼ100％で

すし、工業統計のカバレッジも高いということです。 

 続きまして、４ページ目です。そのような中で、各府省、生産動態統計の整備が必ずし

も十分ではないのかなと思います。 

 ４ページ目、下です。一番左側を御覧いただければと思いますが、食料品関係について

は、今、生産動態統計に類似する生産統計はない。実際にあるのは冷凍魚介類は農林水産

省、それから鋼船については国土交通省でやっているものがあるということです。 

 その結果、清涼飲料水、それから菓子類、肉加工品については、生産額の把握に幅広く

業界統計を利用しているということですが、ただ、業界統計のカバレッジや生産額の範囲、

これは商業マージンが入っている場合もありますので、などの確認が必要ということです。 

 一方、さらに、そう菜・すし・弁当、パン類については生産動態がないのですが、それ

だけでなくカバレッジが広い業界統計も作成されていないので、生産額の把握は容易でな

いと。本当にそう菜・すし・弁当はほとんど何もなくて、パン類については、農林水産省

の外部委託で食料産業動態調査というのがあるのですが、そこでの統計は小麦粉の使用量

の統計ですので、パンが焼かれた生産量の統計ではないということです。 

 また、一部の統計は、生産量だけですので、生産額を名目に直すには価格データが必要

なのですが、その点でも課題があるということです。 

 次、５ページ目です。それを受けまして、現状、これらの品目はＳＮＡ産業連関表の基

礎統計はまちまちということです。製造業ですので、第一次年次推計は生産動態でやって、

第二次年次推計は工業統計でやって、基準年は経済センサス－活動調査の製造業部分でや

るというのが普通の標準的なアプローチかと思いますが、そういうふうにはなっていない

ということです。 

 むしろ特徴的なのは、第一次年次推計と基準年の産業連関表において、ほぼ同一の業界

統計が利用されている品目、清涼飲料水、菓子類、肉加工品がそうですが、あるいは鋼船

もそうであるということです。 

 第一次年次推計は、先ほど申し上げましたように、そう菜・すし・弁当では利用可能な

統計がないということですし、パン類でも、パンの生産は小麦粉の使用量に比例するとの

前提で推計が行われている実情です。 

 一方、第二次年次推計については、全品目で工業統計調査が延長推計に利用されている

ということです。 

 それをまとめたのが６ページ目ですけれども、内閣府から左側で、第一次年次推計と工

業統計で変動パターンがかい離しているという御指摘を受けたわけですが、真ん中のとこ
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ろで、第二次年次推計の基礎統計のカバレッジは十分かということでして、これは青のと

ころは高いということで、一部、商業マージン等がありますけれども、一方、赤はかなり

問題がありそうだと。黒はその真ん中ぐらいということですが、この辺については十分検

証する必要がある。それから、工業統計については、先ほどから申し上げていますとおり、

委託生産だったり、製造小売、あるいは畜産業、漁業による生産分が対象外といったとこ

ろの課題があるということです。 

 今後の取組ですけれども、先ほどの資料４－１の５ページ目を御覧いただけますでしょ

うか。現在、改定差の要因検証を統計委員会担当室でやらせていただいておりますけれど

も、今後は既存統計を活用し、第一次年次推計の利用方法を、例えばカバレッジが高い産

業連関表に近付けるという可能性を内閣府と連携して検討したいというふうに思っており

ます。その上で、特に基礎統計が見当たらないそう菜・すし・弁当やパン類等については、

他の統計調査の拡充等についても、関係府省と連携しながら検討させていただきたいとい

うふうに考えている次第です。 

 以上です。 

○宮川部会長 どうもありがとうございました。 

 それでは、これまでの説明を踏まえまして、御意見、御質問がありましたら、よろしく

お願いいたします。 

 私から若干感想を申し上げさせていただきたいと思うのですが、経済産業省の御説明資

料４－３ですが、そもそも生産動態統計と工業統計について、幾つかの不一致があるとい

うことです。これはやはり第一次年次推計、第二次年次推計の精度の差につながってきま

すので、改定差を縮小するためには、やはり具体的な手立てを考える必要があるだろう。

例えば、生産動態統計と工業統計との品目分類の考え方の違い、それが一次と二次でコン

バーターの違いにもなってきて、それがきちんとうまく、一次と二次との改定でうまくつ

ながるようになっているのかどうかということです。 

 そうしたときに、むしろ生産動態統計で幾つか調整できるようなことがあるのかどうか。

生産動態統計がカバーしていない部分品・取付具・付属品についても同じようなことが言

えるのではないかということです。 

 実際、来年の春に生産動態統計の諮問・審議がまた行われる予定にはなっていますので、

こうした今言われた定性的なかい離、それから内閣府に第一次確報、第二次確報という形

で変換するときのそれぞれの差をできるだけ縮小するということを考えると、もう少し具

体的な検討方法、できること、できないことがあると思いますが、それを考えていく必要

があるのではないかと思います。 

 あと、今、肥後参与が御説明された資料４－４ですが、食料品の品目については、なか

なかこれも一次と二次といいますか、推計のところでギャップがあるということですので、

今、肥後参与が御説明されたように、新たな統計で対応できるのか、それとも付加的な調

査が必要なのかどうか、できる限り、めどを付けていく必要があろうかというふうに思い

ます。 

 これは私の感想ですけれども、何かほかに御意見ありますでしょうか。 
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 よろしいでしょうか。 

 それでは、私から今申し上げました経済産業省の生産動態統計と工業統計との違いをで

きるだけ縮小していくような課題、それは内閣府がどういう形で産業分類をうまくコンバ

ートしていくかということにも関わってくるので、内閣府との相談も必要ですけれども、

そうしたことも含めた課題、それから、先ほど、統計委員会担当室から報告があった食料

品に関する課題、これについては、やはり検討の一層の加速化が必要だろうというふうに

考えておりますので、その点は次回の１月の本部会に御報告をいただいて、改めて御審議

をいただく。もう少し具体的な形で御審議をいただくというふうにまとめさせていただき

たいと思いますが、よろしいでしょうか。 

 どうもありがとうございます。 

 先ほども申し上げましたように、もともと今回、統計改革をやっておりますが、２年前

の議論から始まっております。その中心がＧＤＰということもありますので、つい課題が

非常にこの部会に集中しまして、予定の時間をかなり超過いたしまして、非常に申し訳あ

りませんでした。また、審議に御協力いただいた委員の皆様には、大変感謝をしておりま

す。 

 本日御審議いただいた内容ですが、10月25日に予定されております次回の統計委員会に

審議状況を御報告いたします。私が欠席する予定ですので、今日のまとめにつきまして、

御報告内容につきましては、中村部会長代理にお願いしたいと思います。中村部会長代理、

よろしくお願いいたします。 

 それでは、次回部会の開催日程について、事務局から御連絡をお願いいたします。 

○櫻川総務省統計委員会担当室室長 次回の部会につきましては、日程等詳細が決まりま

したら、改めて御連絡いたします。 

○宮川部会長 それでは、本日の部会は終了といたします。長時間どうもありがとうござ

いました。 


